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１．財　産　目　録





　（2010年3月31日現在）
Ⅰ. 資 産 総 額 337,129,122,476円

内　1 基 本 財 産 223,377,731,164円
 2 運 用 財 産 113,751,391,312円
〔3 収 益 事 業 用 財 産 700,222,497円 〕

Ⅱ. 負 債 総 額 87,894,917,935円
〔 収 益 事 業 用 負 債 84,372,137円 〕

Ⅲ. 正 味 財 産 249,234,204,541円

（注記　当財産目録の資産の評価は取得価格基準による。）

［１］ 資　　　　　産

1 基　本　財　産 数　　　　　　　　　量 価　　　　額（円）
（1） 土 地 5,464,986.69㎡ 58,742,099,508
（2） 建 物 1,072,110.73㎡ 120,178,262,845
（３） 図 書 3,235,116冊 16,585,381,868
（4） 教 具 ・ 校 具 ・ 備 品 447,030点 13,886,391,487
（5） 構 築 物 13,044,556,875
（6） 車 両 178台 155,505,639
（7） 船 舶 1隻 45,334,371
（8） 舟 艇 5隻 1,935,954
（9） ソ フ ト ウ ェ ア 717,279,032

　　　　　　　　　　　　土　　 　　　地 18,883,585
　　　　　　　　　　　　建　　 　　　物 2,100,000
　　　　　　　　　　　　構　　築　　物 0

合 計 223,377,731,164 円

2 運　用　財　産 数 量 価　　　　額（円）
（1） 預 金 ・ 現 金 44,890,329,975
（2） 積 立 金 32,552,731,505
（３） 有 価 証 券 1,272,130株 1,633,447,046
（4） 出 資 金 370,589,259
（5） 不 動 産 土地1,638,424.26㎡他 14,709,495,694
（6） 未 収 入 金 13,242,649,733
（7） そ の 他 5,516,836,669
（8） 建 設 仮 勘 定 　　　　　　　　　　　　土　　地　　他 835,311,431

合 計 113,751,391,312 円

3 収益事業財産 700,222,497 円

[２] 負　　　　　　債

1 固　定　負　債 数 量 金　　　　額（円）
（イ） 長 期 借 入 金 43,723,270,000
（ロ） 長 期 未 払 金 1,984,757,569
（ハ） 退 職 給 与 引 当 金 10,377,026,137
（ニ） そ の 他 87,071,200

合 計 56,172,124,906 円

2 流　動　負　債 数 量 金　　　　額（円）
（イ） 短 期 借 入 金 3,501,640,000
（ロ） 前 受 金 8,890,792,050
（ハ） 未 払 金 13,988,140,820
（ニ） そ の 他 5,342,220,159

合 計 31,722,793,029 円

3 収益事業負債 84,372,137 円

［3］ 借　用　財　産

面　　　　　積（㎡）
（1） 土 地 468,770.60
（2） 建 物 2,362.06

471,132.66 ㎡

財　　　産　　　目　　　録

建 設 仮 勘 定(10)

財　産　目　録　内　訳
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２．貸　借　対　照　表





（単位：百万円）

  科　            　目

278,286 276,438  1,848

238,205 237,262 943

貸　　借　　対　　照　　表
2010年3月31日

資　　　産　　　の　　　部

本 年 度 末 前 年 度 末 増　  　　　　減

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 238,205 237,262  943

土 地 67,407 67,469 △ 62

建 物 125,884 124,624  1,260

構 築 物 13,383 14,049 △ 666

教 育 研 究 用 機 器 備 品 13,346 11,262  2,084

図 書 16,585 16,423  162

建 設 仮 勘 定 856 2,475 △ 1,619

そ の 他 有 形 固 定 資 産 744 960 △ 216

40 081 39 176 905

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産 40,081 39,176  905

諸 引 当 資 産 22,498 22,721 △ 223

ソ フ ト ウ ェ ア 717 0  717

松 前 重 義 記 念 基 金 10,055 9,728  327

そ の 他 固 定 資 産 6,811 6,727  84

58,843 55,174  3,669

現 金 預 金 44,890 42,426  2,464

未 収 入 金 13,243 11,990  1,253

そ の 他 の 固 定 資 産

流 動 資 産

そ の 他 流 動 資 産 710 758 △ 48

337,129 331,612  5,517

  科　            　目

56,172 54,332  1,840

長 期 借 入 金 43,723 43,720  3

長 期 未 払 金

本 年 度 末 前 年 度 末

固 定 負 債

資 産 の 部 合 計

負　　　債　　　の　　　部

増　  　　　　減

長 期 未 払 金 1,985 0 1,985

退 職 給 与 引 当 金 10,377 10,510 △ 133

そ の 他 固 定 負 債 87 102 △ 15

31,723 27,980  3,743

短 期 借 入 金 3,502 3,510 △ 8

未 払 金 13,988 10,342  3,646

前 受 金 8,891 8,519  372

そ 他 流 動 負 債 342 609 △ 26

流 動 負 債

そ の 他 流 動 負 債 5,342 5,609 △ 267

87,895 82,312  5,583

  科　            　目
407,313 399,818  7,495

9,103 9,103  0

416,416 408,921 7,495

負 債 の 部 合 計

基　　本　　金　　の　　部

基 本 金 の 部 合 計

本 年 度 末 前 年 度 末

第 １ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

増　  　　　　減

416,416 408,921  7,495

  科　            　目
167,182 159,621  7,561

△ 167,182 △ 159,621 △ 7,561

  科　            　目

337 129 331 612 5 517

前 年 度 末

基 本 金 の 部 合 計

本 年 度 末 前 年 度 末

消 費 収 支 差 額 の 部

増　  　　　　減

増　  　　　　減

負 債 の 部 ・ 基 本 金 の 部 及 び

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

本 年 度 末

337,129 331,612  5,517

※　貸借対照表の概要については「４．事業報告書」の中に記載しております。

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。

負 債 の 部 基 本 金 の 部 及 び
消 費 収 支 差 額 の 部 合 計
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３．収　支　計　算　書





（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 50,299 50,303 △ 4
授 業 料 収 入 26 266 26 267 △ 1

2009年度資金収支計算書

科 目

自　2009年4月 1日
至　2010年3月31日
収　入　の　部

学校法人東海大学

授 業 料 収 入 26,266 26,267 △ 1
入 学 金 収 入 2,957 2,957 0
教 育 運 営 費 収 入 7,568 7,570 △ 2
教 育 充 実 費 収 入 914 914 0
施 設 設 備 資 金 収 入 12,760 12,761 △ 1
そ の 他 納 付 金 収 入 36 36 0
授 業 料 等 軽 減 額 △ 202 △ 202 0
手 数 料 収 入 1,136 1,116 20
入 学 検 定 料 収 入 1 094 1 071 23入 学 検 定 料 収 入 1,094 1,071 23
試 験 料 収 入 3 3 0
証 明 手 数 料 そ の 他 収 入 39 42 △ 3

寄 付 金 収 入 1,465 1,564 △ 99
特 別 寄 付 金 収 入 693 773 △ 80
一 般 寄 付 金 収 入 772 791 △ 19

補 助 金 収 入 12,709 12,781 △ 72
国 庫 補 助 金 収 入 7,760 7,862 △ 102
地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 4 948 4 918 30地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 4,948 4,918 30
学 術 研 究 振 興 資 金 収 入 1 1 0

資 産 運 用 収 入 1,156 1,174 △ 18
受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 356 371 △ 15
施 設 設 備 利 用 料 収 入 800 803 △ 3

資 産 売 却 収 入 1,744 1,747 △ 3

事 業 収 入 57,709 58,098 △ 389
補 助 活 動 収 入 171 185 △ 14
付 属 事 業 収 入 281 277 4付 属 事 業 収 入 281 277 4
受 託 事 業 収 入 1,827 1,734 93
医 療 収 入 55,430 55,902 △ 472
雑 収 入 4,789 4,822 △ 33
私立大学退職金財団交付金収入 2,421 2,455 △ 34
私 学 退 職 金 団 体 交 付 金 収 入 503 575 △ 72
雑 収 入 1,865 1,792 73
借 入 金 等 収 入 11,503 11,505 △ 2
前 受 金 収 入 8 905 8 891 14前 受 金 収 入 8,905 8,891 14
授 業 料 前 受 金 収 入 2,999 3,010 △ 11
入 学 金 前 受 金 収 入 2,986 2,998 △ 12
教 育 運 営 費 前 受 金 収 入 871 869 2
教 育 充 実 費 前 受 金 収 入 112 112 0
施 設 設 備 資 金 前 受 金 収 入 1,937 1,902 35
そ の 他 の 収 入 12,487 12,958 △ 471
退職給与引当資産からの繰入金収入 112 459 △ 347
前 期 末 未 収 入 金 収 入 12,259 12,207 52
そ の 他 116 292 △ 176
資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 21,086 △ 22,189 1,103
期 末 未 収 入 金 △ 12,567 △ 13,670 1,103
前 期 末 前 受 金 △ 8,519 △ 8,519 0
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 42,426 42,426 0
収 入 の 部 合 計 185,242 185,196 46

※　資金収支計算書の概要については「４．事業報告書」の中に記載しております。
※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。
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（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
人 件 費 支 出 66,262 65,876 386
教 員 人 件 費 支 出

科 目

2009年度資金収支計算書
自　2009年4月 1日
至　2010年3月31日
支　出　の　部

学校法人東海大学

教 員 人 件 費 支 出 31,190 30,956 234
職 員 人 件 費 支 出 31,452 31,263 189
役 員 報 酬 支 出 120 119 1
退 職 金 支 出 3,500 3,538 △ 38
教 育 研 究 経 費 支 出 46,326 45,362 964
消 耗 品 費 支 出 9,145 8,953 192
光 熱 水 費 支 出 2,757 2,470 287
旅 費 交 通 費 支 出 866 825 41
奨 学 費 支 出 1 228 1 218 10奨 学 費 支 出 1,228 1,218 10
印 刷 製 本 費 支 出 638 594 44
通 信 運 搬 費 支 出 309 296 13
修 繕 費 支 出 2,509 2,436 73
賃 借 料 支 出 2,551 2,459 92
委 託 費 支 出 10,017 9,763 254
医 療 経 費 15,090 15,165 △ 75
そ の 他 1,216 1,183 33
管 理 経 費 支 出 7 626 7 599 27管 理 経 費 支 出 7,626 7,599 27
消 耗 品 費 支 出 333 319 14
光 熱 水 費 支 出 321 402 △ 81
旅 費 交 通 費 支 出 261 209 52
印 刷 製 本 費 支 出 507 481 26
広 告 費 支 出 651 628 23
通 信 運 搬 費 支 出 98 79 19
修 繕 費 支 出 291 224 67
賃 借 料 支 出 1,138 1,145 △ 7賃 借 料 支 出 1,138 1,145 △ 7
委 託 費 支 出 2,812 2,918 △ 106
公 租 公 課 支 出 319 330 △ 11
そ の 他 895 864 31
借 入 金 等 利 息 支 出 1,027 1,027 0
借 入 金 等 返 済 支 出 11,510 11,510 0
施 設 関 係 支 出 6,614 6,442 172
土 地 支 出 0 0 0
建 物 支 出 6,052 5,876 176建 物 支 出 6,052 5,876 176
構 築 物 支 出 560 562 △ 2
建 設 仮 勘 定 支 出 0 2 △ 2
そ の 他 2 2 0
設 備 関 係 支 出 7,204 6,770 434
教 育 研 究 用 機 器 備 品 支 出 6,701 6,295 406
そ の 他 の 機 器 備 品 支 出 83 119 △ 36
図 書 支 出 259 264 △ 5
そ の 他 161 92 69
資 支資 産 運 用 支 出 580 724 △ 144
退職給与引当資産への繰入支出 198 198 0
施設設備引当資産への繰入支出 4 4 0
特 定 引 当 資 産 へ の 繰 入 支 出 46 48 △ 2
松前重義記念基金への繰入支出 332 332 0
そ の 他 0 142 △ 142
そ の 他 の 支 出 10,931 11,270 △ 339
貸 付 金 支 払 支 出 304 300 4
前 期 末 未 払 金 支 払 支 出前 期 末 未 払 金 支 払 支 出 10,342 10,337 5
そ の 他 285 633 △ 348
予 備 費 0 0 0
資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 11,158 △ 16,274 5,116
期 末 未 払 金 △ 10,852 △ 15,968 5,116
前 期 末 前 払 金 △ 306 △ 306 0
次 年 度 繰 越 支 払 資 金 38,320 44,890 △ 6,570
支 出 の 部 合 計 185,242 185,196 46

※ 上表 額 十 円単位を 捨 入 掲載 あ ます な 部 科 端数処理 よ 誤差を調整 ます

※　教育研究用機器備品支出の決算額6,295百万円には、ソフトウェア支出860百万円が含まれております。

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。
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（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
学 生 生 徒 等 納 付 金 50 299 50 303 △ 4

2009年度消費収支計算書
自　2009年4月 1日
至　2010年3月31日

消 費 収 入 の 部

科 目
学校法人東海大学

学 生 生 徒 等 納 付 金 50,299 50,303 △ 4
手 数 料 1,136 1,116 20
寄 付 金 1,525 1,699 △ 174
特 別 寄 付 金 693 773 △ 80
一 般 寄 付 金 772 791 △ 19
現 物 寄 付 金 60 135 △ 75

補 助 金 12,709 12,781 △ 72
国 庫 補 助 金 7,760 7,862 △ 102
地 方 公 共 団 体 補 助 金 4,948 4,918 30
学 術 研 究 振 興 資 金 1 1 0

資 産 運 用 収 入 1,156 1,169 △ 13
資 産 売 却 差 額 1,676 1,680 △ 4
事 業 収 入 57,709 58,098 △ 389
雑 収 入 4,789 4,822 △ 33
帰 属 収 入 合 計 130,999 131,668 △ 669
基 本 金 組 入 額 合 計 △ 12,045 △ 7,495 △ 4,550
消 費 収 入 の 部 合 計 118,954 124,173 △ 5,219

（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
人 件 費 66,679 65,743 936
教 員 人 件 費 31,190 30,956 234
職 員 人 件 費 31,452 31,263 189
役 員 報 酬 120 119 1
退 職 金 3,500 3,405 95
退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

科 目

消 費 支 出 の 部

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 417 0 417

教 育 研 究 経 費 56,283 55,380 903
消 耗 品 費 9,145 8,953 192
光 熱 水 費 2,757 2,470 287
旅 費 交 通 費 866 825 41
奨 学 費 1,228 1,218 10
印 刷 製 本 費 638 594 44
通 信 運 搬 費 309 296 13
修 繕 費 2,509 2,436 73修 繕 費 , ,
賃 借 料 2,551 2,459 92
委 託 費 10,017 9,763 254
減 価 償 却 額 9,957 9,929 28
医 療 経 費 15,090 15,254 △ 164
そ の 他 1,216 1,183 33
管 理 経 費 8,689 8,695 △ 6
消 耗 品 費 333 319 14
光 熱 水 費 321 402 △ 81
旅 費 交 通 費 261 209 52旅 費 交 通 費 261 209 52
印 刷 製 本 費 507 481 26
広 告 費 651 628 23
通 信 運 搬 費 98 80 18
修 繕 費 291 224 67
賃 借 料 1,138 1,145 △ 7
委 託 費 2,812 2,918 △ 106
公 租 公 課 319 330 △ 11
奨 学 金 免 除 額 77 79 △ 2
減 価 償 却 額 986 988 △ 2減 価 償 却 額 986 988 △ 2
そ の 他 895 892 3
借 入 金 等 利 息 1,027 1,027 0
資 産 処 分 差 額 693 702 △ 9
徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 15 187 △ 172
予 備 費 0 0 0
消 費 支 出 の 部 合 計 133,386 131,734 1,652

当 年 度 消 費 収 支 差 額 △ 14,432 △ 7,561 △ 6,871

前 年 度 消 費 収 支 超 過 額 △ 159 621 △ 159 621 0前 年 度 消 費 収 支 超 過 額 △ 159,621 △ 159,621 0

翌 年 度 消 費 収 支 超 過 額 △ 174,053 △ 167,182 △ 6,871

※　消費収支計算書の概要については「４．事業報告書」の中に記載しております。

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。
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(単位：千円）
資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

収　益　事　業　計　算　書

貸 　借 　対 　照 　表
2010年3月31日

東 海 大 学 出 版 会

698,799 84,372

52,522 45,727

530 19,073

86,922 1,490

523,734 13,000

26 414 5 082

〔 流 動 資 産 〕 〔 流 動 負 債 〕

科 目 金 額 科 目 金 額

現 金 預 金

受 取 手 形

委 託 品

買 掛 金

返 品 調 整 引 当 金

未 払 金

売 掛 金

商 品

賞 与 引 当 金

そ の 他26,414 5,082

2,545

4,948

1,994

△ 810 84,372

1,423

1,133 914,424元 入 金（ 有 形 固 定 資 産 ）

委 託 品

貸 倒 引 当 金

そ の 他

仕 掛 品

〔 固 定 資 産 〕

負 債 の 部 合 計

資 本 の 部

未 収 入 金

そ の 他

1,133 914,424

511 △ 298,574

622

290

1,708

290

△ 1,708 615,850

長 期 前 払 費 用

破 産 更 生 債 権 等

元 入 金

資 本 の 部 合 計

（ 有 形 固 定 資 産 ）

車 両

貸 倒 引 当 金

器 具 備 品

（ 投 資 等 ）

当 期 未 処 理 損 失

, ,

700,222 700,222

（注）有形固定資産の減価償却額累計  1,678千円

資 本 部 合 計

※ 上表の額は百円の単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。

貸 倒 引 当

損　　　益　　　計　　　算　　　書

至 2010年3月31日
自　2009年4月 1日

資 産 の 部 合 計 負債及び資本の部合計

(単位：千円)

売上総利益

１．　売　　　上　　　高

100,272

247,370

147,098

東 海 大 学 出 版 会

２．　売　 上 　原 　価

至　2010年3月31日

科 目

Ⅰ　営　　業　　損　　益

金 額

売上総利益

   返品調整引当金戻入額 12,000

   返品調整引当金繰入額 13,000

差引売上総利益 99,272

営業損失

124,882

25,610

100,272

３．　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

Ⅱ　営　業　外　損　益

営業外収益 21

272,985

298,574

前 期 損 失

当 期 末 損 失

当 期 損 失

25,589本 会 計 へ の 繰 入 前 損 失

Ⅱ　営　業　外　損　益

25,589

※ 上表の額は百円の単位を四捨五入して掲載してあります なお 端数処理による誤差を一部の科目で調整しております※ 上表の額は百円の単位を四捨五入して掲載してあります。なお、端数処理による誤差を一部の科目で調整しております。

3 - 4



４．事　業　報　告　書





建学の精神 …… 4-1

総長挨拶 …… 4-1

学園の沿革 …… 4-2

設置する学校・学部・学科等 …… 4-5

入学定員及び学生数の状況 …… 4-8

役員の状況 …… 4-10

教職員数 …… 4-10

事業の概要 …… 4-11

決算の概要 …… 4-37

財務関係経年比較表他 …… 4-40





建学の精神

　創立者松前重義は、青年時代に「人生いかに生きるべきか」について思い悩み、内村鑑三の研究会
を訪ね、その思想に深く感銘を受けるようになりました。特にデンマークの教育による国づくりの歴史に
啓発され、生涯を教育に捧げようと決意して「望星学塾」を開設しました。ここに東海大学の学園の原点
がありますがあります。
創立者松前はこの「望星学塾」に次の四つの言葉を掲げました。

　ここでは、身体を鍛え、知能を磨くとともに、人間、社会、自然、歴史、世界等に対する幅広い視野を
もって、一人ひとりが人生の基盤となる思想を培い、人生の意義について共に考えつつ希望の星に向
かって生きていこうと語りかけています。
　本学園は、このような創立者の精神を受け継ぎ、明日の歴史を担う強い使命感と豊かな人間性をもっ
た人材を育てることにより 「調和のとれた文明社会を建設する」という理想を高く掲げ 歩み続けていき

総長挨拶

た人材を育てることにより、「調和のとれた文明社会を建設する」という理想を高く掲げ、歩み続けていき
ます。

　今日の文明社会は、高度の科学技術によって支えられています。20世紀の
人類はわずか100年の間に月に到達し、原子の火を燃やし、遺伝子という生
命の謎を解く鍵を手に入れました。その一方で私たちは、こうした先端技術
が、扱い方を間違えれば人類を危機に導きかねないという時代に生きていま
す。あるいは、21世紀の初めには100億人を超えるといわれる世界人口の増
加は、地球の温暖化や食糧危機を促すといわれています。地球レベルでの
環境破壊など、現代の文明社会の歪みも明らかになってきました。また、世界
の秩序は新しい枠組みの構築に向かってボーダーレス化が進む一方、ます
ます多様化し南北問題 地域紛争 民族 宗教対立が深刻化しています そ

学校法人東海大学
総長　松前　達郎

ます多様化し南北問題、地域紛争、民族・宗教対立が深刻化しています。そ
して、核軍縮が進んだといわれながらも依然として地球上には大量の核弾頭
が存在しています。

　こうした時代に、私たちは何をなすべきか・・神やイデオロギーだけで人々の価値観が形成されていた
時代から多様な価値観が存在するカオスの時代へ、21世紀に向かって、私たちはいま、大きな歴史の
転換期を迎えています。違う価値を排除するのではなく、多様な価値の存在を認めながらお互いが共
存していく道を探っていくこと、そこに人と人、国と国、人と自然との新しい関係が生まれてくるはずで
す。生命科学の発達は 地球上の生きものの全てが同じ一つのいのちから生まれたことを明らかにしつ

　人類は長い歴史の中でさまざまな対立を繰り返してきました。これを克服し、人々が地球市民として心
をつなぎ、人と社会と自然が共生できる新しい文明社会の実現をめざすこと・・そこに学校法人東海大
学の使命があるのです。

す。生命科学の発達は、地球上の生きものの全てが同じ つのいのちから生まれたことを明らかにしつ
つあります。私たち人類も何百万種といわれる地球上の生きものの一つとして存在しています。それゆ
え、地球生命圏の一員としての新しい思想を構築しながら、未来の扉を開いていかなければなりませ
ん。
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1942 ・ 12 財団法人国防理工学園を創設
1943 ・ 4 航空科学専門学校を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校
1944 ・ 4 電波科学専門学校を東京都中野区に開校、電波工業学校併設

・ 9 財団法人電気通信工学校（1937年設立）を合併
1945 ・ 8 財団法人東海学園と改称

8 航空科学専門学校と電波科学専門学校を合併し、東海科学専門学校と改称。本校を静岡県清水市（現静岡市清水区）、分
校を東京都府中市に設置

8 電気通信工学校と電波工業学校を合併、東海工業学校と改称
1946 ・ 5 旧制大学令により東海大学認可、理工学部、経文学部、予科を静岡県清水市（現静岡市清水区）に設置
1948 ・ 4 東海高等学校を開校

4 東海大学実業高等学校を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校
1949 ・ 4 東海大学第一中学校を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校
1950 ・ 2 学制改革により新制大学として開学、工学部、文学部を設置
1951 ・ 3 私立学校法施行により学校法人東海大学となる

3 東海科学専門学校を廃止
4 東海大学高等学校を静岡県静岡市（現静岡市葵区）に開校

1952 ・ 4 東海大学（商科）短期大学部を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校
4 東海高等学校を東海電波高等学校に改称

1955 ・ 1 東海大学工学部を静岡県清水市（現静岡市清水区）より東京都渋谷区に移転
4 東海大学付属高等学校を東京都渋谷区に開校

1958 ・ 4 東海大学文学部を静岡県清水市（現静岡市清水区）より東京都渋谷区に移転
4 東海大学付属幼稚園を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開園

1959 ・ 4 東海大学付属高等学校に通信教育部を設置
4 東海大学工業高等学校を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校

1960 ・ 3 超短波放送実用化試験局（ＦＭ東海）を開局
1961 ・ 4 東海大学第二高等学校を熊本県熊本市に開校

6 電子計算センターを設置
1962 ・ 4 東海大学出版会発足

4 東海大学海洋学部を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開設
5 東海大学海洋調査実習船「東海大学丸」が就航

1963 ・ 4 東海大学に大学院工学研究科を設置
4 東海大学湘南校舎を神奈川県平塚市に開設
4 東海大学第二工学部を東京都渋谷区に開設
4 東海大学（東京）短期大学部を東京都港区に開校、電気通信工学科を設置
4 東海大学付属相模高等学校を神奈川県相模原市に開校
4 東海大学第三高等学校を長野県茅野市に開校
4 東海大学付属高等学校通信教育部を独立させ、東海大学付属望星高等学校を開校

1964 ・ 4 東海大学に理学部を設置
4 東海大学に別科（日本語研修課程）を設置
4 東海大学（熊本）短期大学部を熊本県熊本市に開校、電気工学科、機械工学科を設置
4 東海大学第四高等学校を北海道札幌市南区に開校

1965 ・ 4 東海大学（女子）短期大学部を静岡県静岡市（現静岡市葵区）に開校、生活科学科を設置
1966 ・ 4 東海大学に政治経済学部を設置

4 東海大学福岡教養部を福岡県宗像郡宗像町（現宗像市）に開設
4 東海大学（女子）短期大学部に食物栄養学科を設置
4 東海大学第五高等学校を福岡県宗像郡宗像町（現宗像市）に開校

1967 ・ 4 東海大学に大学院海洋学研究科を設置
4 東海大学に体育学部を設置
4 東海大学札幌教養部を北海道札幌市南区に開設
4 東海大学付属小学校を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開校

1968 ・ 1 東海大学海洋調査実習船「東海大学丸二世」が就航
4 東海大学に大学院理学研究科を設置
4 東海大学に教養学部を設置

1969 ・ 4 東海大学に大学院文学研究科を設置
4 東海大学（女子）短期大学部に児童教育学科を設置

1970 ・ 5 東海大学海洋科学博物館を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開設
9 東海大学ヨーロッパ学術センターをデンマーク国コペンハーゲンに開設

1971 ・ 4 東海大学に大学院政治学研究科を設置
4 東海大学（熊本）短期大学部に建設工学科を設置
7 東海大学海洋調査実習船「望星丸」が就航

1972 ・ 4 東海大学工芸短期大学を北海道旭川市に開学
4 東海大学に海洋学専攻科を設置

1973 ・ 4 東海大学に大学院芸術学研究科を設置
4 九州東海大学を熊本県熊本市に開学、工学部を設置
4 九州東海大学阿蘇校舎を熊本県阿蘇郡長陽村（現阿蘇郡南阿蘇村）に開設
4 東海大学（熊本）短期大学部の学生募集停止
4 東海大学付属本田記念幼稚園を神奈川県伊勢原市に開園
5 東海大学人体科学博物館を静岡県清水市（現静岡市清水区）に開設

1974 ・ 4 東海大学医学部を神奈川県伊勢原市に開設
4 東海大学沼津教養部を静岡県沼津市に開設
4 東海大学医療技術短期大学を神奈川県平塚市に開学

学園の沿革
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1975 ・ 2 東海大学医学部付属病院を神奈川県伊勢原市に開設
1976 ・ 4 東海大学に大学院体育学研究科を設置
1977 ・ 4 北海道東海大学を北海道旭川市に開学、芸術工学部を設置

4 東海大学工芸短期大学の学生募集停止
1978 ・ 10 東海大学海洋調査実習船「望星丸二世」が就航
1979 ・ 4 東海大学に大学院経済学研究科を設置

12 東海大学付属高等学校、東海大学実業高等学校を廃止
1980 ・ 1 東海大学工芸短期大学を廃止

4 東海大学に大学院医学研究科を設置
4 九州東海大学に農学部を設置
4 東海大学付属相模中学校を神奈川県相模原市に開校

1982 ・ 4 東海大学短期大学部（静岡）に商経学科第一部を設置し、商学科を商経学科第二部に名称変更
1983 ・ 4 東海大学付属仰星高等学校を大阪府枚方市に開校

12 東海大学医学部付属東京病院を東京都渋谷区に開院
1984 ・ 4 九州東海大学に大学院農学研究科を設置

4 東海大学医学部付属大磯病院を神奈川県中郡大磯町に開院
1986 ・ 4 東海大学に法学部を設置

4 東海大学第四高等学校付属中等部を北海道札幌市南区に開校
1988 ・ 3 東海大学札幌教養部、沼津教養部を廃止

4 北海道東海大学札幌校舎を北海道札幌市南区に開設、工学部、国際文化学部を設置
4 東海大学付属デンマーク校（高等部・中学部）をデンマーク国プレストー市に開校

1990 ・ 3 東海大学福岡教養部を廃止
4 東海大学福岡短期大学を福岡県宗像市に開設
4 東海大学に大学院法学研究科を設置
4 九州東海大学に大学院工学研究科を設置
4 北海道東海大学に大学院芸術学研究科を設置
6 学校法人東海高輪学園（東海大学付属高輪台高等学校）を合併

1991 ・ 4 東海大学開発工学部を静岡県沼津市に開設
1993 ・ 4 北海道東海大学に大学院理工学研究科を設置

6 学校法人精華学園（東海大学付属浦安高等学校、東海大学付属望洋高等学校、東海大学付属浦安中学校）を合併
10 東海大学海洋調査研修船「望星丸」が就航

1995 ・ 4 東海大学に大学院開発工学研究科を設置
4 東海大学健康科学部を神奈川県伊勢原市に開設

1996 ・ 4 学校法人東海福岡学園（東海大学付属自由ケ丘幼稚園）を合併
4 東海大学付属仰星高等学校中等部を大阪府枚方市に開校

1999 ・ 4 東海大学に大学院健康科学研究科を設置
4 東海大学短期大学部電気通信工学科第一部、同第二部を情報・ネットワーク学科第一部、同第二部に名称変更
4 東海大学工業高等学校を東海大学付属翔洋高等学校に名称変更

10 東海大学第一高等学校を廃止
2000 ・ 4 九州東海大学に応用情報学部を設置

4 東海大学短期大学部情報・ネットワーク学科第一部を情報・ネットワーク学科に名称変更
2001 ・ 4 東海大学に電子情報学部を設置

4 東海大学短期大学部商経学科第二部を廃止し、商経学科第一部を商経学科に名称変更
2002 ・ 3 東海大学医学部付属八王子病院を東京都八王子市に開院

12 学校法人東海大学熊本学園（かもめ幼稚園）を合併
2003 ・ 4 東海大学短期大学部生活科学科を人間環境学科、商経学科を経営情報学科に名称変更

4 東海大学第一中学校を東海大学付属翔洋中学校に名称変更
4 かもめ幼稚園を東海大学付属かもめ幼稚園に名称変更
5 東海大学短期大学部の情報・ネットワーク学科第二部を廃止

2004 ・ 4 東海大学に専門職大学院を開設し、実務法学研究科を設置
4 東海大学医療技術短期大学の第一看護学科を看護学科に名称変更
4 東海大学第二高等学校、第三高等学校、第四高等学校、第五高等学校及び第四高等学校付属中等部を東海大学付属第

二高等学校、付属第三高等学校、付属第四高等学校、付属第五高等学校及び付属第四高等学校中等部に名称変更
2005 ・ 3 東海大学医療技術短期大学の第二看護学科を廃止

4 東海大学に連合大学院（九州東海大学と北海道東海大学との連合）を開設し、理工学研究科、地球環境科学研究科、生物
科学研究科を設置

4 北海道東海大学に大学院国際地域学研究科を設置
2006 ・ 4 東海大学電子情報学部を情報理工学部に名称変更

4 東海大学第二工学部を情報デザイン工学部に名称変更
2007 ・ 4 東海大学に専門職大学院組込み技術研究科を設置

4 東海大学に大学院人間環境学研究科を設置
4 東海大学付属高輪台高等学校中等部を東京都港区に開校
5 東海大学短期大学部の人間環境学科を廃止

2008 ・ 3 東海大学付属デンマーク校を閉校
4 東海大学国際文化学部、生物理工学部を北海道札幌市南区に開設
4 東海大学芸術工学部を北海道旭川市に開設
4 東海大学情報通信学部を東京都港区に開設
4 東海大学総合経営学部、産業工学部を熊本県熊本市に開設
4 東海大学農学部を熊本県阿蘇郡南阿蘇村に開設
4 東海大学に大学院国際地域学研究科、芸術工学研究科、産業工学研究科、理工学研究科、農学研究科を設置
4 東海大学連合大学院（九州東海大学と北海道東海大学との連合）理工学研究科、地球環境科学研究科、生物科学研究科を

東海大学大学院総合理工学研究科、地球環境科学研究科、生物科学研究科に名称変更
4 東海大学付属浦安中学校を東海大学付属浦安高等学校中等部に名称変更
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2008 ・ 4 東海大学付属相模中学校を東海大学付属相模高等学校中等部に名称変更
5 九州東海大学の応用情報学部、農学部を廃止
9 九州東海大学大学院工学研究科、農学研究科を廃止
9 北海道東海大学大学院芸術学研究科、理工学研究科、国際地域学研究科を廃止

2009 ・ 4 東海大学付属翔洋中学校を東海大学付属翔洋高等学校中等部に名称変更

5 北海道東海大学の国際文化学部を廃止
9 東海大学短期大学部の情報・ネットワーク学科を廃止

2010 ・ 4 東海大学に観光学部を設置
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大　学　名 学　部　名 学　科　名 （　専攻・課程　）

東海大学 文明学科
ｱｼﾞｱ文明学科
ﾖｰﾛｯﾊﾟ文明学科
ｱﾒﾘｶ文明学科
北欧学科

日本史専攻
　〔湘南校舎〕 東洋史専攻
　　神奈川県平塚市 西洋史専攻

考古学専攻
　〔代々木校舎〕 日本文学科
　　東京都渋谷区 文芸創作学科

英語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科
　〔高輪校舎〕 広報ﾒﾃﾞｨｱ学科
　　東京都港区 心理・社会学科

政治学科
　〔沼津校舎〕 経済学科
　　静岡県沼津市 経営学科

総合経営学部 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科
　〔清水校舎〕 法学部 法律学科
　　静岡県静岡市清水区 自然環境課程

社会環境課程
　〔伊勢原校舎〕 音楽学課程
　　神奈川県伊勢原市 美術学課程

ﾃﾞｻﾞｲﾝ学課程
　〔熊本校舎〕 国際学科
　　熊本県熊本市 地域創造学科

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科
　〔阿蘇校舎〕 数学科
　　熊本県阿蘇郡南阿蘇村 情報数理学科

物理学科
　〔札幌校舎〕 化学科
　　北海道札幌市南区 情報科学科

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ応用工学科
　〔旭川校舎〕 情報ﾒﾃﾞｨｱ学科
　　北海道旭川市 組込みｿﾌﾄｳｪｱ工学科

経営ｼｽﾃﾑ工学科
通信ﾈｯﾄﾜｰｸ工学科
生命化学科
応用化学科
光・画像工学科
エネルギー工学科
電気電子工学科
材料科学科
建築学科
土木工学科
精密工学科
機械工学科
動力機械工学科

航空宇宙学専攻
航空操縦学専攻

くらしﾃﾞｻﾞｲﾝ学科
建築・環境デザイン学科
環境保全学科
電子知能ｼｽﾃﾑ工学科
機械ｼｽﾃﾑ工学科
建築学科
感性ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科
情報通信工学科
物質化学科
生物工学科
医用生体工学科
海洋文明学科
海洋建設工学科
環境情報工学科
船舶海洋工学科
海洋資源学科
海洋科学科
水産学科
海洋生物学科

航海専攻
国際物流専攻

生物工学科
海洋生物科学科
生体機能科学科
応用植物科学科
応用動物科学科
ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ学科
体育学科
競技ｽﾎﾟｰﾂ学科
武道学科
生涯ｽﾎﾟｰﾂ学科
ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｼﾞｬｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

医学部 医学科
看護学科
社会福祉学科

乗船実習課程
別科日本語研修課程

※１改組改編等により募集停止となった学部学科等については、掲載しておりません。

※２募集停止中の九州東海大学、北海道東海大学については、掲載しておりません。

生物理工学部

農学部

体育学部

健康科学部

設置する学校・学部・学科等
2009年5月1日現在

文学部 歴史学科

政治経済学部

教養学部

人間環境学科

芸術学科

国際文化学部

理学部

情報理工学部

情報通信学部

芸術工学部

工学部

航空宇宙学科

産業工学部

開発工学部

海洋学部

航海学科
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大学院 研究科名 専攻名
博士課程前期
（修士課程）

博士課程後期
（博士課程）

東海大学 専門職大学院 実務法学研究科 実務法律学専攻
組込み技術研究科 組込み技術専攻

大学院 総合理工学研究科 総合理工学専攻 － ○
地球環境科学研究科 地球環境科学専攻 － ○
生物科学研究科 生物科学専攻 － ○
文学研究科 文明研究専攻 ○ ○

史学専攻 ○ ○
日本文学専攻 ○ ○
英文学専攻 ○ ○
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻 ○ ○

政治学研究科 政治学専攻 ○ ○
経済学研究科 応用経済学専攻 ○ ○
法学研究科 法律学専攻 ○ ○
人間環境学研究科 人間環境学専攻 ○ －
芸術学研究科 音響芸術専攻 ○ －

造型芸術専攻 ○ －
国際地域学研究科 国際地域学専攻 ○ －
理学研究科 数理科学専攻 ○ －

物理学専攻 ○ －
化学専攻 ○ －

工学研究科 情報理工学専攻 ○ －
電気電子ｼｽﾃﾑ工学専攻 ○ －
情報通信制御ｼｽﾃﾑ工学専攻 ○ －
応用理学専攻 ○ －
光工学専攻 ○ －
工業化学専攻 ○ －
金属材料工学専攻 ○ －
建築学専攻 ○ －
土木工学専攻 ○ －
機械工学専攻 ○ －
航空宇宙学専攻 ○ －
経営工学専攻 ○ －

芸術工学研究科 生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 ○ －
産業工学研究科 生産工学専攻 ○ －

情報工学専攻 ○ －
社会開発工学専攻 ○ －

開発工学研究科 情報通信工学専攻 ○ －
素材工学専攻 ○ －
生物工学専攻 ○ －
医用生体工学専攻 ○ －

海洋学研究科 海洋工学専攻 ○ －
水産学専攻 ○ －
海洋科学専攻 ○ －
海洋生物科学専攻 ○ －

理工学研究科 電子情報工学専攻 ○ －
環境生物科学専攻 ○ －

農学研究科 農学専攻 ○ －
体育学研究科 体育学専攻 ○ －
医学研究科 先端医科学専攻 － ○

医科学専攻 ○ －
健康科学研究科 看護学専攻 ○ －

保健福祉学専攻 ○ －

東海大学短期大学部　　　　　　　　 食物栄養学科

　〔高輪校舎〕　東京都港区　　　　　※2008年4月より高輪校舎は学生募集を停止 児童教育学科

　〔静岡校舎〕　静岡県静岡市葵区 経営情報学科

東海大学医療技術短期大学
　　神奈川県平塚市

看護学科

東海大学福岡短期大学 情報処理学科

　　福岡県宗像市 国際文化学科

※１改組改編等により募集停止となった学部学科等については、掲載しておりません。

※２募集停止中の九州東海大学、北海道東海大学については、掲載しておりません。

短期大学名 学　科　名

法務博士（専門職）
組込み技術修士（専門職）

2009年5月1日現在
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2009年5月1日現在
区 分

全 日 制

　　　　　 　　　　（静岡校）
 　　　 　　   　　（熊本校）
                   （北海道校）
                   （福岡校）

全 日 制

　福岡県宗像市
東 海 大 学 付 属 高 輪 台 高 等 学 校 　東京都港区

学 校 名
東 海 大 学 付 属 浦 安 高 等 学 校 　千葉県浦安市
東 海 大 学 付 属 望 星 高 等 学 校

通 信 制

　東京都渋谷区
　静岡県静岡市葵区
　熊本県熊本市
　北海道札幌市南区

全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制
全 日 制

奈 市

東 海 大 学 付 属 望 洋 高 等 学 校 　千葉県市原市
東 海 大 学 付 属 翔 洋 高 等 学 校 　静岡県静岡市清水区

東 海 大 学 付 属 仰 星 高 等 学 校 　大阪府枚方市

東 海 大 学 付 属 翔 洋 高 等 学 校 中 等 部 　静岡県静岡市清水区
東 海 大 学 付 属 浦 安 高 等 学 校 中 等 部 　千葉県浦安市

東 海 大 学 付 属 第 三 高 等 学 校 　長野県茅野市
東 海 大 学 付 属 第 四 高 等 学 校 　北海道札幌市南区
東 海 大 学 付 属 第 五 高 等 学 校 　福岡県宗像市

東 海 大 学 付 属 高 輪 台 高 等 学 校 　東京都港区
東 海 大 学 付 属 相 模 高 等 学 校 　神奈川県相模原市
東 海 大 学 付 属 第 二 高 等 学 校 　熊本県熊本市

高 等 学 校

小 学 校

海 外 法 人

　熊本県熊本市

ハ ワ イ 東 海 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル カ レ ッ ジ アメリカ合衆国ハワイ州

東 海 大 学 付 属 小 学 校 　静岡県静岡市清水区

幼 稚 園

東 海 大 学 付 属 幼 稚 園 　静岡県静岡市清水区

東 海 大 学 付 属 自 由 ケ 丘 幼 稚 園 　福岡県宗像市
東 海 大 学 付 属 か も め 幼 稚 園

　神奈川県相模原市
東 海 大 学 付 属 高 輪 台 高 等 学 校 中 等 部 　東京都港区
東 海 大 学 付 属 第 四 高 等 学 校 校 中 等 部 　北海道札幌市南区

東 海 大 学 付 属 本 田 記 念 幼 稚 園 　神奈川県伊勢原市

中 学 校
東 海 大 学 付 属 相 模 高 等 学 校 中 等 部

東 海 大 学 付 属 仰 星 高 等 学 校 中 等 部 　大阪府枚方市

海 外 法 人

連 携 校 学校法人東海大学甲府学園

学校法人東海山形学園

　東京都あきる野市
東 海 大 学 菅 生 高 等 学 校 中 等 部

＊学校法人一橋学園は2008.6.25で東海山形学園と改称

ハ ワ イ 東 海 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル カ レ ッ ジ 　アメリカ合衆国ハワイ州

東 海 大 学 甲 府 高 等 学 校 　山梨県甲府市

提 携 校
東 海 大 学 山 形 高 等 学 校 　山形県山形市
東 海 大 学 菅 生 高 等 学 校

学 校 法 人 菅 生 学 園
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学 校 名 入 学 定 員 収容定員 現員

7,149 29,561 28,133

884 3,536 4,288

450 1,800 2,237

200 800 417

300 1,200 1,442

330 1,320 1,552

210 840 772

320 1,280 1,457

200 1,820 1,688

320 640 635

1,310 5,220 5,286

0 360 174

160 640 274

300 1,200 498

360 1,440 651

710 2,840 2,037

200 800 454

230 920 917

400 1,600 1,959

110 610 651

155 695 744

30 30 17

200 200 100

80 210 144

実 務 法 学 研 究 科 法 務 博 士 ( 専 門 職 ) 50 150 107

組 込 み 技 術 研 究 科 組込み技術修士（専門職） 30 60 37

615 1,388 1,264

総 合 理 工 学 研 究 科 博 士 課 程 35 105 67

地 球 環 境 科 学 研 究 科 博 士 課 程 10 30 8

生 物 科 学 研 究 科 博 士 課 程 10 30 11

博 士 課 程 前 期 36 72 60

博 士 課 程 後 期 18 54 16

博 士 課 程 前 期 10 20 10

博 士 課 程 後 期 5 15 0

博 士 課 程 前 期 10 20 8

博 士 課 程 後 期 5 15 1

博 士 課 程 前 期 10 20 7

博 士 課 程 後 期 5 15 1

人 間 環 境 学 研 究 科 修 士 課 程 10 20 18

芸 術 学 研 究 科 修 士 課 程 8 16 22

国 際 地 域 学 研 究 科 修 士 課 程 4 8 5

修 士 課 程 32 64 88

博 士 課 程 後 期 0 0 0

修 士 課 程 214 428 578

博 士 課 程 後 期 0 0 0

芸 術 工 学 研 究 科 修 士 課 程 4 8 5

産 業 工 学 研 究 科 修 士 課 程 24 48 21

開 発 工 学 研 究 科 修 士 課 程 26 52 34

修 士 課 程 40 80 83

理 工 学 研 究 科 修 士 課 程 12 24 12

農 学 研 究 科 修 士 課 程 12 24 25

体 育 学 研 究 科 修 士 課 程 10 20 56

修 士 課 程 10 20 18

博 士 課 程 35 140 80

健 康 科 学 研 究 科 修 士 課 程 20 40 30

0 310 24

0 310 24

工 学 研 究 科

海 洋 学 研 究 科

医 学 研 究 科

九 州 東 海 大 学
学 部

工 学 部

大 学 院

文 学 研 究 科

政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

法 学 研 究 科

理 学 研 究 科

体 育 学 部

医 学 部

健 康 科 学 部

乗 船 実 習 課 程

別 科 日 本 語 研 修 課 程

専 門 職 大 学 院

芸 術 工 学 部

産 業 工 学 部

開 発 工 学 部

海 洋 学 部

生 物 理 工 学 部

農 学 部

国 際 文 化 学 部

理 学 部

情 報 理 工 学 部

情 報 通 信 学 部

工 学 部

情 報 デ ザ イ ン 工 学 部

入学定員及び学生数の状況
2009年5月1日現在

区 分

学 部

東 海 大 学

文 学 部

政 治 経 済 学 部

総 合 経 営 学 部

法 学 部

教 養 学 部
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0 1,220 9

0 420 0

0 480 8

0 320 1

学 科 名 入 学 定 員 収容定員 現員

280 560 475

情 報 ・ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 学 科 0 0 3

食 物 栄 養 学 科 100 200 170

児 童 教 育 学 科 100 200 219

経 営 情 報 学 科 80 160 83

看 護 学 科 80 240 262

200 400 246

情 報 処 理 学 科 100 200 111

国 際 文 化 学 科 100 200 135

区 分 学 校 名 区 分 入学定員 収容定員 現員

東海大学付属浦安高等学校 全 日 制 370 1,110 1,214

東海大学付属望星高等学校 通 信 制 1,000 3,000 2,216

東海大学付属相模高等学校 全 日 制 600 1,800 1,759

東海大学付属高輪台高等学校 全 日 制 420 1,260 1,280

東海大学付属翔洋高等学校 全 日 制 430 1,340 834

東海大学付属第二高等学校 全 日 制 470 1,410 1,112

東海大学付属第三高等学校 全 日 制 360 1,080 823

東海大学付属第四高等学校 全 日 制 360 1,080 751

東海大学付属第五高等学校 全 日 制 450 1,350 527

東海大学付属仰星高等学校 全 日 制 340 1,020 962

東海大学付属望洋高等学校 全 日 制 370 1,110 635

120 360 442

160 480 511

80 240 262

120 360 360

80 240 171

120 360 365

小 学 校 86 516 143

80 200 112

80 300 186

80 320 342

110 330 318

小・中学校は学則定員、幼稚園は認可定員を記載

付 属 小 学 校

幼 稚 園

付 属 幼 稚 園

付 属 本 田 記 念 幼 稚 園

付 属 自 由 ケ 丘 幼 稚 園

付 属 か も め 幼 稚 園

中 学 校

付 属 浦 安 高 等 学 校 中 等 部

付 属 相 模 高 等 学 校 中 等 部

付 属 高 輪 台 高 等 学 校 中 等 部

付 属 翔 洋 高 等 学 校 中 等 部

付 属 第 四 高 等 学 校 中 等 部

付 属 仰 星 高 等 学 校 中 等 部

学 校 名

東 海 大 学 短 期 大 学 部

東 海 大 学 医 療 技 術 短 期 大 学

東 海 大 学 福 岡 短 期 大 学

高 等 学 校

北 海 道 東 海 大 学

学 部

国 際 文 化 学 部

工 学 部

芸 術 工 学 部
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《　役　員　》
2009年5月31日現在

（理 事 長） 松　前　達　郎 常　勤

　理　事　数 香　取　草之助 〃

   定数 18～21名 松　前　紀　男 〃

   現員 　　19名 尾　郷　良　幸 〃

蟹　江　秀　明 〃

木　本　雄　一 〃

兼　弘　法　子 〃

髙　野　二　郎 〃

安　達　建　夫 〃

灰　田　宗　孝 〃

杉　　　一　郎 〃

内　木　文　英 非常勤

後　藤　　　亘 〃

黒　川　　　清 〃

平　山　正　剛 〃

遠　藤　武　人 常　勤

幕　内　博　康 〃

内　田　裕　久 〃

猪　子　英　俊 〃

  監　事　数 横　堀　禎　二 非常勤

   定数2～4名／現員2名 淵　上　貫　之 〃

《　評議員　》

（評議員） 　　　42名

《 教職員数 》

教　　員 職　員
法 人 14 73
大 学 1,904 1,051
短 期 大 学 72 44
高 校 602 59
中 学 校 128 5
小 学 校 20 3
幼 稚 園 45 6
病 院 0 2,881
合 計 2,785 4,122

（理　事）

(株)エフエム東京代表取締役会長

（監　事）
弁護士

氏 名 兼務の状況

東海大学学長代理、東海大学専門職大学院・東海大学大学院運営委
員長

東海大学副学長（事務担当）

東海大学医療技術短期大学学長

常勤・非常勤
の別

(学)東海大学総長、東海大学学長、(学)東海大学甲府学園理事、
(学)国際武道大学理事長

（副理事長）
(学)東海大学甲府学園理事

（常務理事）

(学)国際武道大学副理事長、(学)調布学園理事

(学)東海大学甲府学園理事

(学)東海大学甲府学園理事

東海大学医学部学部長

(学)東海大学甲府学園監事(非常勤)

(2009年5月31日現在）

※　教職員数は２００９年５月１日現在

東海大学付属高輪台高等学校・中等部校長、(学)東海山形学園理事

政策研究大学院大学教授

弁護士

(学)東海大学甲府学園理事長、東海大学甲府高等学校校長

東海大学伊勢原校舎・付属病院本部本部長

東海大学国際教育センター所長
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2009 年度事業の概要 

東海大学は、人文科学と自然科学の融合による確固たる歴史観、国家観、世界観を把握せしめるとした本学

の「文理融合」の教育理念のもと、知識偏重教育を取らず幅広い視野と柔軟な発想力を持つ人材の育成を目指

しています。 

教育・研究機関として人材、知識、技術、機能を有し、2008 年度からの東海大学、九州東海大学、北海道東海

大学の三大学の発展的統合を経て、現在 21 学部 92 学科・専攻・課程を擁する総合大学として常に教育改革を

推進し、最新の研究に取り組むとともに、その成果の社会への還元に努めてまいります。 

 

 

2009 年度に実施した事業の実績及び進捗状況 

 

Ⅰ．高等教育機関 

 【教育機関事業の推進】 

 

1） 2009 年度 東海大学医学部の定員変更 

政府の「経済財政改革の基本方針 2008」において、医師養成数を増員する方策が打ち出されました。その求

めに応じ、東海大学医学部の定員を増やしました。 

 

     医学部医学科  入学定員 ： 100 名 ⇒ 110 名 

 

2） 2009 年度 東海大学健康科学部社会福祉学科の定員変更 

東海大学健康科学部社会福祉学科への編入学希望者が減少している事を鑑み、編入学定員を減じ、代わり

に入学定員を増やしました。 

 

        健康科学部社会福祉学科  

入学定員：80 名、編入学定員：20 名 ⇒ 入学定員：85 名、編入学定員：10 名 

 

3） 2009 年度 東海大学情報デザイン工学部の募集停止 

夜間の工学部として長年、産業界に貢献してきましたが、時代の趨勢により勤労奨学生が減少し、その役割を

終えたものと判断し、2009 年 4 月より学生募集を停止しました。 

 

      募集停止 「情報デザイン工学部」（情報システム学科・建築デザイン学科） 

 

 

4） 2010 年度 東海大学の改組転換（第Ⅱ期教育改革） 

2008 年度の三大学統合から始まった教育改革の第二段階として、東海大学の改組転換等を行いました。 
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〔学 部〕 設 置 「観光学部」（神奈川県平塚市、東京都渋谷区） 

「観光学科」（入学定員 195 名、編入学定員 10 名、学位：学士（観光学）） 

 

〔学 科〕 設 置 「工学部」 

「医用生体工学科」（入学定員 60 名、学位：学士（工学）） 

                 （神奈川県平塚市、神奈川県伊勢原市） 

 

   名称変更・定員変更 

           「工学部」 

     「エネルギー工学科」（入学定員 60 名）⇒「原子力工学科」（入学定員 40 名） 

 

   定員変更 

           「文学部」 

「アジア文明学科」 入学定員 85 名  ⇒  入学定員 60 名 

「ヨーロッパ文明学科」 入学定員 60 名  ⇒  入学定員 70 名 
「歴史学科日本史専攻」 入学定員 50 名  ⇒  入学定員 55 名 
「歴史学科考古学専攻」 入学定員 24 名  ⇒  入学定員 30 名 
「日本文学科」 入学定員 80 名  ⇒  入学定員 90 名 
「文芸創作学科」 入学定員 50 名  ⇒  入学定員 55 名 
「英語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科」 入学定員 75 名  ⇒  入学定員 90 名 
「広報メディア学科」  入学定員 100 名 ⇒  入学定員 110 名 
「心理・社会学科」 入学定員 90 名  ⇒  入学定員 100 名 

           

            「工学部」 

「生命化学科」 入学定員 80 名  ⇒  入学定員 100 名 

「建築学科」 入学定員 180 名 ⇒  入学定員 200 名 
「機械工学科」 入学定員 120 名 ⇒  入学定員 150 名 
「動力機械工学科」 入学定員 180 名 ⇒  入学定員 200 名 

「航空宇宙学科航空宇宙学専攻」 入学定員 80 名  ⇒  入学定員 100 名 
                                    

募集停止 

   「開発工学部（感性ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科、情報通信工学科、物質化学科、生物工学科、医用生体工

学科） 」「海洋学部 海洋建設工学科」「海洋学部 環境情報工学科」 

 

 

5） 2010 年度 東海大学法科大学院の定員変更 

東海大学法科大学院の定員減の届出を行い、入学定員を減員しました。 
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東海大学専門職大学院 

       実務法学研究科 実務法律学専攻  入学定員：50 名 ⇒ 入学定員：40 名 

 

 

6） 2011 年度 東海大学海洋学部の改組転換（第Ⅱ期教育改革） 

2010 年度から 2011 年度に延期された海洋学部の改組転換について、以下の内容で実施することとなり、2010

年 6 月 1 日現在、設置届出中です。 

 

〔学 科〕 設 置   「海洋学部」 

「環境社会学科」（入学定員 80 名、学位：学士（海洋学）） 

「海洋地球科学科」（入学定員 80 名、学位：学士（海洋学）） 

「航海工学科 航海学専攻」（入学定員 20 名、学位：学士（海洋学）） 

「航海工学科 海洋機械工学専攻」（入学定員 60 名、学位：学士（海洋学）） 

                 （静岡県静岡市清水区） 

 

         定員変更 「海洋学部」 「水産学科」 入学定員 90 名 ⇒ 入学定員 120 名 

 

募集停止 

「海洋学部 船舶海洋工学科」「海洋学部 海洋資源学科」「海洋学部 海洋科学科」

「海洋学部航海学科（航海専攻・国際物流専攻）」 

 

 

7） 2011 年度 東海大学大学院健康科学研究科健康科学専攻（博士課程後期）の設置 

社会的なニーズを鑑み、2011 年度に健康科学研究科健康科学専攻（博士課程後期）を設置することとなり、

2010 年 6 月 1 日現在、設置申請中です。 

 

〔専 攻〕 設 置   「健康科学研究科」 

                 「健康科学専攻（博士課程後期）」（入学定員４名、博士（健康科学）） 

 

 

8） 2011 年度 東海大学法科大学院の定員変更 

東海大学法科大学院の入学定員を減らすこととなり、入学定員を減員します。（届出済み） 

 

 

      東海大学専門職大学院 

  実務法学研究科 実務法律学専攻  入学定員：40 名 ⇒ 入学定員：30 名 
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【その他高等教育機関における主な活動】 

 

1） 「東海大学皆既日食観測プロジェクト」を実施 

 

日本で 46 年ぶりに発現した皆既日食と部分日食を観測する教育プログラム「東海大学皆既日食観測プロジェ

クト」を、東海大学や付属諸学校など全国に広がる教育研究機関を結んで実施しました。 

皆既日食が観測できた太平洋上の海域に本学の海洋調査研修船「望星丸」を派遣したほか、各地で研究会や

事前の勉強会などを行いました。2009 年７月 22 日(水)の日食当日には、全国 21 カ所の観測拠点で様々なイベン

トを展開。湘南キャンパスを中心に各拠点をネットワークで結び、望星丸で観測した皆既日食の映像や各会場の

様子などを番組に構成して全国に同時配信しました。 

この日は全国的に天候に恵まれませんでした

が、夏休みとあって親子連れが多数来場し、2100

個の「日食メガネ」を配るほどの大盛況に。湘南キ

ャンパスでは時おり雲間から部分日食が観測で

き、子どもだけでなく保護者や学生たちも興奮し

た様子で空を見上げ、2 号館会場では大型スクリ

ーンに望星丸から配信された皆既日食の映像が

映し出されると、大きな歓声と拍手が響きました。 

                                東海大学皆既日食観測プロジェクト：湘南フォーラム（湘南校舎） 

    

 

2） ノーベル賞受賞者を招いて「科学フォーラム札幌」を開催 

 

東海大学が特別協力した、ノーベル賞の受賞者による講演会とパネルディスカッション「科学フォーラム札幌」

が、10 月 10 日(土)に札幌市内のサッポロファクトリーホールで開催されました。 

このフォーラムは、読売新聞社とＮＨＫが主催する「ノーベル賞受賞者を囲むフォーラム『21 世紀の創造』」の一

環として実施されました。札幌では「科学の礎を築く―創造力と教育の可能性」をテーマに、小林誠氏（2008 年物

理学賞／高エネルギー加速器研究機構特別栄誉教授）と江崎玲於奈氏（1973 年物理学賞／横浜薬科大学学

長）が基調講演を行い、本学の西村弘行副学長が「意見表明」しました。パネルディスカッションでは、本学生物

理工学部の四方周輔教授がコーディネーターを務め、子どもの頃から創造性を養うことの重要性について議論し

ました。 

当日は、幅広い年齢層の市民ら約 450 人が参加。会場からは「教育はどうあるべきかを考える上で、大変示唆

に富む内容だった」「失敗してもあきらめない研究者の姿に感銘を受けました」といった感想が寄せられました。 

 

 

3） 東海大学が世界最大規模の「ソーラーカーレース」で優勝 

 

東海大学チャレンジセンター「ライトパワープロジェクト」が、オーストラリアで開催された世界最大規模のソーラ 
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ーカーレース『グローバル・グリーン・チャレンジ』（ソーラーカー部門）で、世界の有力チームを抑えて見事に初優

勝を果たしました。 

このレースは、2009 年 10 月 24 日から 31 日にかけ、オーストラリアのダーウィンからアデレードまで、大陸を北

から南へ縦断する約 3,000km の走行時間を競い合いました。1987 年から「ワールド・ソーラー・チャレンジ」として

開催されていた由緒あるレースで、今年から名称を変更して、燃料電池車や電気自動車で争う「エコカー部門」

と、東海大学が参戦した「ソーラーカー部門」が設けられています。今回のソーラーカー部門には、米国のマサチ

ューセッツ工科大学やスタンフォード大学など、世界中から 30 台以上が参戦しました。 

東海大学のマシン「Ｔｏｋａｉ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅｒ」は、24 日の予選で好成績を挙げ、25 日に始まった本戦では４番目の

順位でスタート。初日からトップに飛び出し、2 日目以降も平均時速 100 km をほぼ維持しながら着実に距離を重

ねました。途中、砂嵐などに見舞われながらも、チーム一丸となって車両整備やレース運行に取り組みました。ゴ

ール直前にパンクとトラブルに遭いましたが、28 日の 14 時 39 分、東海大学ＯＢでラリードライバーの篠塚建次郎

氏が運転する「Ｔｏｋａｉ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅｒ」が、アデレ

ード市郊外のフィニッシュ計測地点にゴールし、

約 3,000 ㎞ におよぶレースを終えました。２位以

下のマシンは 29 日に到着したほど、東海大学チ

ームの圧勝でした。この優勝は、日本の大学チー

ムで初めて。しかも、これまでこの大会を４連覇し

ていたオランダのデルフト工科大学を破っての快

挙となりました。 

                                      オーストラリア「グローバル・グリーン・チャレンジ」 

 

4） 東海大学学生支援システムが 2009 年度より稼働 

      

東海大学では、学生一人ひとりのさまざまなデータを集約し、教職員が共有することで一貫した学生支援を可

能にする「学生支援システム」が 2009 年 4 月より稼働しました。 

近年、大学のユニバーサル化が進展するにつれ、学生の学力や生活習慣は以前とは比較にならないほど多様

化しています。「学生支援システム」のデータベースには、学生一人ひとりのさまざまな情報が集積されています。

「閲覧機能」には、氏名や生年月日等の基本情報、出身高校やクラブ在籍等の入学前情報、健康情報、履修情

報、成績情報、学費納付状況等、情報は非常に多岐にわたっています。また、「学生記録機能」として、教職員は

学生からの相談内容、および学生への指導・支援内容をデータベースに随時記録することで、学生からの相談、

あるいは学生への指導・支援の際には、当該学生のバックグラウンドやこれまでの相談・指導内容等をデータベ

ースで参照しながら対応することが可能になりました。 

 

 

【競争的資金等の獲得による教育研究の推進】 

 

1） 文部科学省 「大学教育・学生支援推進事業（テーマＡ）」 

～ＳＯＨＵＭプログラムによる実践教育の提案～【東海大学：2009 年度採択】 
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本取り組みは、変化の激しい 21 世紀型社会に対応するための人間力を育成するための教育プログラムです。この

「ＳＯＨＵＭプログラム」が、従来の学部教育と大きく異なる点は、ラーニングアウトカム型の教育プログラムとして設計さ

れていることで、学習成果と成績評価基準を明確にした4段階（ステップ1～4）の達成目標が設定されていることがこの

プログラムの特徴になっています。プログラムは、学部共通科目、ＳＯＨＵＭ領域科目、プロジェクトの 3 つの要素を連

携させたもので、学習成果は常に「ＳＯＨＵＭカルテ」の到達度でチェックされます。また、プログラムの要となる学内

外の組織と連携して実施される実践的教育プログラム（プロジェクト）は、教養学部で行われてきた様々な取り組み

をマッチングさせて学科横断型に再構築したものであり、ホームページの開設や公開シンポジウムなどを通じて、

このプログラムの意味や価値を広く学内外に普及していくものです。 

2009 年度は、「ＳＯＨＵＭプラザ」を開設し、プロジェクトの拠点としての準備を整えたほか、プログラム専用のホ

ームページを開設し公開しました。また、プロジェクト毎に国内外での現地視察を実施、公開講座やシンポジウム

を開催したほか、「ＳＯＨＵＭカルテ」システムを導入し、2010 年度本稼働のための試行を行うなど、順調に進捗し

ています。 

 

 

2） 文部科学省 「大学教育・学生支援推進事業（テーマＢ）」 

～大学、同窓会、保護者の三者一体による学生の就職力向上支援～ 【東海大学：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、大学、同窓会、保護者の三者が一体となり、学生の就職力向上と内定取消者への支援を行うも

のです。学生への直接の支援については、1）相談体制の強化（内定取り消し者への対応、全学部への就職委員

会設置、カウンセラーの増員）、2）就職力向上・早期離職の防止（キャリア観醸成のための同窓生と学生との懇談

会開催、同窓生による業界別セミナーの開催、企業経営者による教養講座の開催）を行います。また、全国各地

で保護者向けの就職状況説明会を開催し、保護者の不安を解消することによって、学生が職業選択、企業選択

の際に的確な支援が行えるようにします。 

2009 年度は、キャリア支援センターやカウンセリングの利用等を呼びかけるパンフレットを作成したほかパソコン

を購入して職業適性診断システムやキャリア教育に活用し、就職担当教員による対学生への支援体制の充実を

図った。また、企業側の学生に対するニーズを組み取り分析して、学士課程教育への反映を図りました。さらに、

企業経営者による教養講座や 3 年生の保護者向け説明会を全国 15 カ所で開催するなど、順調に進捗していま

す。 

 

 

3） 文部科学省 「質の高い大学教育推進プログラム＜教育ＧＰ＞」 

体験型実習を基盤とする海洋環境教育の実践～海洋立国を担う海洋環境士の育成教育プログラム～ 

【東海大学：2008 年度採択】 

 

本取り組みは、「海洋に対する総合的な知識と共に海洋調査および環境分析に関する技術を有し、将来の海

洋および地球環境の保全を担い、主体的に行動できる人材」を念頭に、本学独自の資格としての「海洋環境士」

を認定する資格取得コースを主とした教育プログラムを展開するものです。 

2009 年度は、「海洋環境士」資格取得コースの基幹科目に相当する「海洋環境総合演習」を初めて行ない、そ
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の実施項目の中核に相当する調査航海を夏季休暇中に学生主導で実施しました。また、それらの調査航海に必

要な観測機器の整備・充実を進めたほか、キャンパス内の施設屋上に設置された総合気象観測システムの連続

運用を進めて外部・近隣地域に対する環境モニターデータとしての情報発信を行いました。さらに、セミナーや講

座、環境シンポジウムを開催するなど、順調に進捗しています。 

 

 

4） 文部科学省 「質の高い大学教育推進プログラム＜教育ＧＰ＞」 

～「実践力」向上のための教員養成プログラム～【東海大学短期大学部：2008 年度採択】 

 

本取り組みは、児童教育学科における学生の、教育者・保育者としての資質向上を図り、本学の教育目的であ

る、世界・社会・人類という広く物事をとらえられる視野と人間性を基盤とした専門性を通して社会貢献できる人材

養成に資するため、現在、社会から求められている、豊かな人間性と社会性、高い専門知識備えた教育者・保育

者を養成することを目的としています。これまでの研究から、教育現場・保育現場においては、人間性や社会性の

向上といった、これまで以上に総合的な人間力の向上が求められていることが明らかになっており、本取り組みで

は、このような教育者・保育者の養成を通して、社会貢献できる人材養成機能の強化を図りました。 

2009 年度は、教職を志す学生が、「実践力確認シート」を基盤に、「面談カウンセリング」を通した自己分析を行

い、客観的自己理解について担当教員からの支援を得ながら、「自己目標の設定→学習（授業・実習・実践）→

自己評価」という体系的な自己評価を行い、自らの教育実践力のレベルを、客観的かつ具体的に把握すること

で、より主体的な行動力と思考力を備えた資質の高い教員となるよう本取り組みを推進しました。 

 

 

5） 文部科学省 「質の高い大学教育推進プログラム＜教育ＧＰ＞」 

地域活性型人材育成プログラム 

～仮想会社を中核とした人材育成と地域活性化が連動した実践活動の推進～ 

【東海大学福岡短期大学：2008 年度採択】 

 

本取り組みの目的は、本学における学生のものごとに対する積極的取組意識の向上を図り、多様化した社会

に順応するための能力を育むことによって、本学の教育目的である「情報社会と国際社会に対応しうる人材の育

成」に基づいた人材養成に資するとともに、大学内部だけで完結するのではなく、地域において様々な問題を抱

える人々と一緒になってその問題解決に取り組むことによって、お互いに持続性のある活動へとむすび、結果とし

て地域の活性化に寄与することにあります。若者

の早期離職傾向が進行し、また人と人とのコミュニ

ケーション不全が大きな問題となりつつあるこの現

代社会において、地域との協働を通して、学生の

積極性や社会への参画意識を高めるこの教育手

法は、実際的な地域活性化を志向するという意味

でもその社会的意義は大きく、現代における新た

な短大像を示すことに繋がるものであります。 

 
新土産バームクーヘン「ねんりん小僧」（携帯待受画像） 
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2009 年度は、「伝統文化と地域活性化」をテーマとして、福岡県遠賀郡芦屋町に 300 年以上前から伝わる「八朔

の行事」を題材に地域の課題を考究し、学生としてできる地域への貢献（まつりとの同時開催として「潮風ウォー

キング」を実施）を行うと同時に、地域住民との協働作業を通じて学生に対する人材育成能力の強化を図りまし

た。また、昨年度開発した「新土産」も、多くの人々に受け入れられ、今では 11 種類にまで成長し、それらの販売

体験も行いました。 

 

 

6） 文部科学省 「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 

～未来を拓く地域人材育成を目指す異分野大学連携による「旭川キャンパス」～ 

【東海大学（共同事業）：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、北海道の旭川地区にある専門分野の異なる高等教育機関が協同し、地域のニーズや特徴を活

かした連携教育事業を展開するものです。それぞれの専門領域で学生に「社会をデザインする力」を養い、地域

に貢献しうる人材を輩出する取り組みです。具体的には単位互換・新融合領域科目など多様性のある教育カリキ

ュラムの創出、交流オフィスアワーの設定、旭川エリア連合学生自主組織「はしっくす」の活動支援、合同ファカル

ティ･デベロップメント､スタッフ･デベロップメントの実施、地域コミュニティの参画による創造教育･共同教育の充実

を図ることを推進します。さらにこの連携活動の恒常化を図り、旭川地域の産業活性化のため、新分野の創造や

雇用の創出に尽力するとともに、学生に地域の課題を自ら発見し、解決できる能力を育むために、教育と地域の

活性化に寄与することも目指すものです。 

旭川医科大学を申請代表として、6 大学共同で取り組んでいます。 

 

 

7） 文部科学省 「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 

～横浜文化創造都市スクールを核とした都市デザイン／都市文化の担い手育成事業～ 

【東海大学（共同事業）：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、開港 150 周年を迎え、文化芸術創造都市事業を推進している横浜市の協力支援を受け、市内

中心部に複数の大学によるサテライト教室を持つ「横浜文化創造都市スクール」を設け、「文化芸術創造都市の

担い手」を育成していく取り組みです。横浜周辺の 6 大学と、京都国際マンガミュージアムで先進的なプログラム

を推進する京都精華大学とともに、先行実施している大学院建築都市スクールなどで培ってきたノウハウと人的ネ

ットワークを結集する。「都市文化創成」と「都市デザイン」の 2 つの部門で、専門のプロジェクトリーダーの指導に

よるワークショップ型の実践教育を行い、街づくり、美術、映像、演劇、音楽、マンガ、出版などのイベントの企画・

運営を教育課程に組み込んで、大学間と社会の壁を越えた文化のリノベーションを実践する計画です。また、学

部・大学院共通の文理融合型カリキュラムを設け、豊富な知識と実践経験を兼ね備えた人材を育成するもので

す。 

横浜国立大学を申請代表として、7 大学共同で取り組んでいます。 
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8） 文部科学省 「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 

～畜産基地を基盤とした大学間連携による家畜生産に関する実践型総合教育プログラム開発～ 

【東海大学（共同事業）：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、肉用家畜で我が国随一の畜産基地である宮崎、熊本両県に立地する本学農学部と宮崎大学

および南九州大学が、これまで連携して取り組んできた教育研究活動をさらに発展させ、宮崎県、熊本県、農業

共済組合及び農協等からの協力を得て、共同インターンシップ、実践型フィールド実習、充実した初年次教育な

どを実施するものです。それにより、家畜生産現場での衛生管理から畜産物の加工・流通・消費までを総合的に

見渡せる人材を養成する「新規の実践型統合教育プログラム」を開発して、教育システムの充実を図る計画で、さ

らに、相互の授業参観や評価、ティーチング・ポートフォリオなどを導入・活用して、教員の教育力の向上も図るも

のです。 

宮崎大学を申請代表として、3 大学共同で取り組んでいます。 

 

 

9） 文部科学省 「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 

～地域の人材育成に貢献する短期大学の役割と機能の強化のための戦略的短大連携事業～ 

【東海大学福岡短期大学（共同事業）：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、短大本来の目的である、地域に密着し、地域の中核を担う人材育成に貢献するために、北部九

州（福岡、長崎、佐賀）の 9 校が連携してコンソーシアムを形成、地盤沈下が指摘される短期大学の、様々な課題

を検討・見直すことで、将来における短期大学の機能や役割を新たに開発・発信していこうとするものです。 

主なるテーマを、短大教育の到達目標の設定、独自の初年次・教養教育の開発、高大連携事業の開発、

FD/SD 活動の推進、地域人材養成プログラムの開発、就職・キャリア支援等の総合的な学生支援の確立を行うも

のであり、また連携校間のネットワークと発信の拠点作りに向けてホームページの作成を行うものです。この中で、

副担当であったホームページの作成は無事終了し、運営は主担当に委ねられました。本学の主担当は、「初年

次・教養教育の共同開発」にあり、連携校内部のアンケート調査、及び初年次・教養教育等を主体的に実践して

いる四年制大学の調査・研究を通して、短大に相応しい初年次・教養教育の開発に向けて、本学を実験の場とし

て様々な試みを開始しました。また、連携校の初年次・教養教育、及び各校の特色をまとめたパンフレットの作成

を行いました。 

 

 

10） 文部科学省 「大学教育の国際化加速プログラム（長期海外留学支援）」 

～若手研究者育成のための長期派遣留学支援～【東海大学：2008 年度採択】 

 

本取り組みの目的は、本学の建学の精神に則り、世界を舞台に活躍し、社会に貢献できうる人材を育成するた

め、理工系学生等の海外での学位取得支援及び、既存の派遣留学プログラムから、さらに高いステージでの研

究を目指す学生等への支援をすることにより、グローバルな視野を持った若手研究者を育成し、本学の大学院教

育全体の国際化に寄与することにあります。本取り組みを行うことにより、従来、海外での学位を取得や 1 年以上
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の長期留学を行う場合に、特に費用面での負担から、諦めざるを得ないという状況をなくし、そのような高いモチ

ベーションを持った優秀な学生等を大学として支援し、また派遣することにより、研究活動に集中できる体制を整

えることが可能となります。 

2009年度は、派遣学生の研究活動も軌道に乗り、国際学会での発表も行なわれました。そうした派遣学生の活

躍状況をホームページに掲載することにより、在学学生のインセンティブになってきています。 

 

 

11） 文部科学省「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」 

～地域躍動型専門医養成一貫教育プログラム～【東海大学医学部付属病院（共同事業）：2008 年度採択】 

 

本取り組みは、大学病院と地域医療を支える教育基幹病院が連携することにより、高度医療・地域医療・臨床

研究の研修の質における大学・地域間格差の改善を効率的に図り、高度な専門知識や診療技術の修得とともに

科学的思考能力を有する質の高い専門医師を育成することを目的としています。 

慶應義塾大学を申請代表として、7 大学病院が参画し進めています。 

 

 

12） 文部科学省 「がんプロフェッショナル養成プラン」 

南関東圏における先端的がん専門家の育成～患者中心のチーム医療を牽引する人材養成の拠点づくり～ 

【東海大学医学研究科（共同事業）：2007 年度採択】 

 

本取り組みは、がん医療の臨床現場を牽引するスペシャリスト集団を養成する共同体を創出し、医師・コメディ

カルなど全ての分野の統合的実践型教育を行って、南関東エリアでの先端的がん治療の均てん化に寄与するこ

とを目的としています。 

北里大学を申請代表として、9 大学共同で取り組んでいます。 

 

 

13） 文部科学省 「大学病院業務改善推進事業」 

～東海大学医学部付属病院業務改善推進事業～【東海大学医学部付属病院：2009 年度採択】 

 

本取り組みは、大学病院における医師･看護師とコメディカルスタッフとの役割分担を推進するなど医師・看護

師等医療専門職の業務負担を軽減し、地域社会において、医療の質的向上により医療環境の充実を目指すもの

です。本院では、「メディカルセクレタリー業務基準」を定め、教育システムにより育成されたメディカルセクレタリー

を外来等に配置することにより、これまで医師･看護師が行っていた業務のうち、診療や治療に直接関わらない部

分の役割分担を行い、医師・看護師の業務量削減を行います。また、診療情報管理士・薬剤師・看護助手・病棟

事務・医事事務等が積極的に病院運営に係わることにより、徹底した役割分担の推進を図り、医師･看護師の業

務量削減を実現するものです。これにより、医師・看護師が本来の診療・治療・看護に専念することとなり、地域医

療における質の向上をはかることが、本補助事業の目的です。 
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2009 年度は、「東海大学医学部付属病院業務改善計画」を策定し、各職員における役割分担を明確化しそれ

を実践することにより、医師・看護師の診療・治療・看護等への専従時間が拡大され医療の質的向上や医療安全

の確保が促進されました。 

 

 

14） 文部科学省 「大学院教育改革支援プログラム」 

～生命倫理学重視の医系大学院教育拠点形成～【東海大学医学研究科：2008 年度採択】 

 

本取り組みは、医学・理工学系研究者にヒューマニティーを含む幅広い教養を習得させると同時に、人社系出

身者の中に医学・医療研究を理解する人材を育成する事を目的としています。即ち、欧米並みのヒューマニティ

ー教育を受けた研究マインドを持つ医師や研究者を育てる環境を主として博士課程に構築し、修士課程では、理

系・文系背景を問わずグローバルな生命倫理観に加え医学・医療に見識を持つ、臨床研究を支援できる人材を

育成するものです。これは、我が国に不足する境界領域の人材育成であると同時に、グローバルな臨床研究を多

様な人材のチームワークで推し進める上で必要となる共通の知識基盤を創る事業であり、生命倫理と人権に関す

る UNESCO 世界宣言を実践しうる人材育成を具体化したプログラムでもあります。 

2009 年度は、翌年度実施されるカリキュラム改訂に伴い、カリキュラム内容について最終的な調整を行ったほ

か、ネット教材（Web 教材）のさらなる充実を行う一方、教材のグローバル性の展開を進めました。また、講演会や

シンポジウムを開催したほか、本学医学部の教員を主な対象とした FD セミナーを年度内 15 回開催し、外部評価

委員を招聘して医学研究科独自の外部評価も実施しました。 

 

 

15） 文部科学省 「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」 

～離職中または在職看護師に対する看護実践力向上プログラム～【東海大学：2007 年度採択】 

 

本プログラムの目的は、資格を有しており在職経験もあるが、何らかの理由により職を離れている看護師の復職

を技術的な再教育をすることにより支援することが第一であり、第二に在職中の看護師の技術向上等により技術

的な不安による離職を抑止することにあります。そのため、プログラムの内容は、病院等の医療機関において日常

的な看護技術を中心に構成し、講師も本学医学部付属病院において看護師として在職し認定看護師等の資格

を有する者をあてているのが特色です。また、本プログラムでは受講者のニーズによって、離職者の復職支援や

在職者の基礎技術を再確認するための「復職支援コース」と主に看護師として在職し、より専門的な技術を身に

つけることを目的とした「スキルアップコース」を設定しています。特に、復職支援コースにおいては、16 項目の内

容を設定しましたが、受講者の背景が多様であることを考慮し、全項目を選択性として受講者のニーズによって項

目を組み合わせて受講できる形としています。 

2009 年度は、復職支援コースでは第 4 回目 120 名・第 5 回目 101 名、スキルアップコースでは第 3 回目練習・

病棟見学（約 5 時間）を行い（総学習時間 90 時間）、2009 年 6 月・11 月に実施したスキルアップコースは講義及

び実技練習（約 5 時間）を行いました（総学習時間 65 時間）。講義終了後、受講生からは事後アンケートを行い、

各項目の評価及びプログラム全体に対する評価を受け、高い評価を受けています。 
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16） 文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 

～糖鎖科学による免疫・脳神経・膜機能解析への新たな展開～【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、「糖鎖科学による免疫機能解析」「糖鎖科学による脳神経・膜機能解析」「ケミカルグライコバイオロ

ジーによる新展開」の 3 テーマを設定し、免疫・脳神経・膜機能における糖鎖の機能解析を、本学が国内外に誇

るケミカルバイオロジー研究と積極的に融合させ、新たな発展を目指すプロジェクトです。すでに機能解析の 2 グ

ループには、特定の免疫細胞の人為的コントロール、神経細胞に対する新しい機能分子の発見につながる萌芽

があり、免疫、脳機能に新たな視点を導入できると期待されています。また、機能解析グループと化学合成グルー

プとの連携によって、他の研究機関に見られない融合研究が展開でき、機能の実用化に道が開けることも期待さ

れています。 

 

 

17） 文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 

～疾患モデル動物とリード化合物を組み合わせた迅速な前臨床試験を実現する創薬研究拠点形成～ 

【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、これまで本学で確立してきた多くの疾患モデル動物、新しい効率的遺伝子操作動物作成技術、標

的タンパク質の特定部分に作用しうる化合物の効率的スクリーニング法、造腫瘍効果の in vivo スクリーニング法、

また大学院医学研究科で推進している臨床試験等に必須の生命倫理および医療倫理に基づく教育と研究など、

本学医学部もしくは医学研究科の特徴や成果を結集し、総合的な創薬への道筋を推進する計画です。これまで

の実績から、以上の技術と成果の結集で、迅速性が確保される意義は大きいものとなっています。対象とする疾

患やタンパク質によって難易度が異なると予想されるため、経緯を見ながら実現度の高い対象を選別し、優先的

に検討することにより、数種の確実な成功例へ結実させるプロジェクトです。 

 

 

18） 文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 

～九州地域の農業発展を企図した環境適応性植物の作出と機能解析～【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、九州地域の特産を目指したシバ、雑穀、ブルーベリーを対象に、農業生産性を向上させること、お

よびミズゴケを用いて水田の水質改善を行います。九州は周囲を海に囲まれており、海浜近くの田畑には海水が

浸入しやすく、温暖化による海水面の上昇や台風の増加により塩害の危険性が増加すると思われるため、このよ

うな土壌でも生育可能な日本シバの作出を試み、雑穀の耐塩性機構を解析する計画であります。また、近年の健

康志向によりブルーベリーの需要が増加しつつありますが、九州地域の環境に適した良品質の系統が見当たら

ないことから我が国の暖地に自生する野生種を利用した暖地適応型ブルーベリーの作出を目指すものです。さら

に農業環境の保全について、水田の水質浄化能が高いミズゴケを用いて水田での水質浄化の影響を調査し、機

能性を解析する計画であります。 
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19） 文部科学省 「私立大学学術研究高度化推進事業 学術フロンティア推進事業」 

～幹細胞・ニッチの老化制御を利用した難治性疾患の予防と治療法の開発～【東海大学：2007 年度採択】 

 

本事業は、悪性腫瘍、心・血管系疾患、運動器疾患などの難治性疾患の新規治療、予防法を開発し国民の健

康福祉に貢献することを目的としています。われわれは難治性疾患に対するさまざまな再生治療法を開発してき

ましたが、現状では体外操作や移植に伴う幹細胞の早期老化が不可避であることとニッチ制御が不可能なことが

再生治療の進展を妨げています。本事業で、幹細胞システムの老化制御機構を解明し、その分子メカニズムを基

盤とした幹細胞の老化制御法を開発するとともに予防医学への応用を目指します。 

 

 

20） 文部科学省 「科学技術振興調整費 女性研究者支援モデル」 

～産学協働女性キャリア支援 東海大学モデル～【東海大学：2008 年度採択】 

 

以下の達成目標（ミッションステート）を掲げて事業展開を行いました。 

①女性研究者の研究競争力を養い、発表論文数、外部研究資金獲得額等を向上させることで、女性研究者の

アカデミックキャリアの形成および向上を支援、②講演会、セミナー等を開催し、産業界との共同研究や人材交

流・導入を展開、③女性が働きやすい職場環境を構築することで、女性研究者の増員を図ります。  

2009 年度は、キャリア向上や産学協働に向けたカウンセリングを行い、学内女性研究が参加するコンピュータ

ネットワーク上のコミュニティを構築、キャリア形成に関するセミナーや女性研究者支援に関するシンポジウムや教

職員セミナー、産学女性研究者交流会を開催しました。学内意識調査アンケートの実施や学内外への情報発信

活動や一時保育施設の開設等のほか、年度末には取組み実施の評価も行いました。 

 

 

21） 経済産業省 「アジア人財資金構想（高度専門留学生育成事業）」 

～原子力発電分野における高度人財育成プログラム～【東海大学：2008 年度採択】 

 

アジアの優秀な理工系学部卒業生を対象に、日本の約 40 年に及ぶ実績と経験を基にした、原子力発電なら

びに関連技術に関する実務教育を展開しました。安全と安心を最優先する倫理観を持ち、グローバルな展開を

目指す日本の原子力企業において、国内外のプロジェクトや現地日本法人等で中核となる人材を養成しました。

2009 年度は、東南アジア各国から 5 名の学生を採用し、プログラム参加学生は 10 名［学生の国別人数：タイ（3

名）、インドネシア（2 名）、ベトナム（2 名）、モンゴル（2 名）、カザフスタン（1 名）］となりました。 

 

 

22） 文部科学省 「産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）」 

～特色ある優れた産学官連携活動の推進～【東海大学：2008 年度採択】 

 

「産官学連携・健康医科学研究プロジェクト」を具体的な戦略プロジェクトに位置づけ、この研究を推進する中

で、本学が蓄積してきた知財マネジメントのノウハウをより有機的に機能させることができる産官学連携体制を構
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築し、独自性の高い事業化体制を具現化します。 

2009 年度は、基礎研究に加え、健康医科学協議会への参加企業による共通研究がスタートしました。地元自

治体である伊勢原市民が参加する応用研究「健康指標確立のための栄養と運動の介入研究」に加え多摩市でも

ICT を活用した運動介入研究を実施、更に応用研究Ⅱとして気分障害研究もスタートするなど、順調に進捗して

います。 

 

 

23） 文部科学省 「原子力人材育成プログラム（原子力研究促進プログラム）」 

～原子力系技術者育成のための放射線取扱研修プログラム～【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、原子力産業界において即戦力となり得える人材を育成するプログラムで、密封線源から非密封アイ

ソトープの取り扱いまで、履修年次に応じて段階的に技術修得できるように構成されています。学生が進路（就職

や進学など）を選択する際に、修得してきた技術と原子力産業とのつながりをイメージできるように、放射線取扱技

術の多方面への応用を視野に入れた「技術研究」を最終段階に盛り込んでいます。「技術研究」では研究テーマ

を物理系、化学系、生物系に分類し、学生自らの調査検討によりテーマを具体化し、実験計画を立案・実行する

機会を設けて問題発見力と解決能力を養成する計画です。大学初年次の学生を対象に体験実習による導入教

育を本格的に取り入れ、第 2 種主任者資格に相当する放射線取扱技術や知識を低学年の段階で修得させる計

画です。 

 

 

24） 文部科学省「原子力人材育成プログラム（原子力コア人材育成プログラム）」 

～大学と高校の連携による原子力導入教育プログラムの作成及びプログラム実施のための中核的教員人材の

養成～【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、原子炉物理学等の特定の分野に教育研究を重点化させる取組みや、地域との連携による教育研

究の活性化など、地域や大学等の特色を発揮し、原子力分野に係る体系的な知識を有し、中核的に活躍しうる

人材を養成する取組みを支援するプログラムです。本学では大学初年次の学生に原子力技術の専攻を円滑に

選択させるために、大学における高度な専門的教育に円滑に橋渡しするための、初年次理数教育における新た

な原子力導入教育プログラムを作成し、それを活用する具体的運用方法を構築する。また、原子力実験課題や

最新の技術情報を提示し、プログラム実施の中核となる人材を養成する計画です。 

 

 

25） 経済産業省 「体系的な社会人基礎力育成・評価システム開発・実証事業」 

～総合大学における社会人基礎力の育成・評価と WEB シラバス・成績評価システムを通じたその普及手法の

開発～【東海大学：2009 年度採択】 

 

本事業は、実践型の学習と知識習得を重視した従来の学習の双方を通じて、「前に踏み出す力」「考え抜く力」

「チームで働く力」によって構成される、「社会人基礎力」の育成モデルを構築することが目的です。また「社会人 
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基礎力」の成長の記録や評価のためのシステムを構築し、実際に学生のどのような力が伸びたかを検証し、学内

のすべての授業で「社会人基礎力」の育成・評価を実施していくためのパイロット研究を行います。具体的には、

効果的な授業の研究とそのためのシラバス、及びそれに連動した成績評価システムを構築していくことが目的と

なります。 

 

 

【知的財産本部整備事業】産官学連携・技術移転による社会貢献 

全般 

2009年3月、経済産業大臣及び文部科学大臣から承認ＴＬＯとして承認されスタートした産官学連携センター

は、2010年3月、補助金確定に係る確定検査を受検し、事業実績報告書を提出しました。事業実績・経費執行に

ついては、特に指摘事項は無く、概ね適正な執行との評価を受け、年度当初の補助金交付決定額約2,394万円

の補助を受けました。 

また、5年間に亘って実施した文科省「大学知的財産本部整備事業」は、2007年度を以て終了したが、引き続

き同省「産学官連携戦略展開事業（5年間）」に採択され、本年度は、事業費1,800万円を受けて実施しました。本

事業は、医学研究科ライフケアセンターを軸に発足した『産学連携･健康医科学研究プロジェクト』を本学の戦略

プロジェクトとして位置づけ、関係部門が協同して取り組む産官学連携事業です。既に健康産業企業等22社が

参画し、定期的な研究会やシンポジウムを開催するとともに、新しい健康測定機器健康維持増進物質などの開

発に向けての研究活動を行い、本事業を推進しました。 

 

 

重点施策 

1） 運営体制の強化 

2008 年度、三大学統合を機に全校舎の研究支援・産学連携関係の部署を研究支援・知的財産本部のもと一

元化した。2009 年度は、この体制をさらに強化するため本部室要員を増員しました。これにより従来の競争的資

金の運用・執行体制の統一化に加え、新たに「大学等の安全保障貿易管理体制整備」等、各種法令等に準拠し

た体制作りを始めました。また学内施策においては、法人研究企画室と連携し研究活動の活性化に取り組みまし

た。 

 

2） 産官学ネットワークの拡大と連携事業の具体化 

本学は、各キャンパス所在地を中心に全国約90の産学連携支援機関と連携した活動を展開しています。三大

学統合により名実ともに全国的な産官学ネットワークが構築できました。これらの機関の中から重点連携機関を定

めて、連携事業の具体化のための取り組みをスタートさせました。 

 

3） 国際産官学連携 

本学は、タイのモンクット王ラカバン工科大学、(財)横浜企業経営支援財団の三機関との間で2009年3月国際

産官学連携に関する基本協定を締結しました。公的機関を含めた国際産官学連携は、我国においては初めて

のケースです。2009 年度は、三機関の連携によるインターンシップ受入、中国無錫で開催された「無錫民営企業

ハイテク技術商談会」江蘇省中小企業国際技術移転プラットフォーム」へ出展参加し、技術移転活動を行いまし

4 - 25



た。 

 

4） 技術移転（ＴＬＯ）事業の実施 

・東海大学産学（官）連携フェア 2009 の開催 

本フェアは、大学の研究シーズと企業ニーズとのマッチングを目的として、2004 年度から毎年 12 月に開催して

おり、2009年度は、新たな取り組みとして、神奈川県と共催し、中小企業と大学の連携についてのパネルディスカ

ッションを実施しました。協賛機関についても神奈川県産業技術センター、横浜企業経営支援財団をはじめ、近

隣の自治体、商工会議所等、多くの機関・団体の協力・支援を受け開催しました（協賛は 23 機関）。参加者等に

ついては、中小企業経営者・技術者および関係する中小企業支援機関の担当者など約 250 名の来場があり、出

展者を含めた参加者は約 400 人を超えるフェアとなりました。 

 

・イベントの主催、外部イベントへの出展 

 

産官学連携センターでは、毎年外部機関・団体が主催する各種イベント等に、本学の技術シーズ及び技術移

転の成果等を出展し、併せて当センターの活動状況について紹介しています。2009 年度は、本学が首都圏で農

学系学部を有する私立 5 大学（明治・東京農業・日本・玉川・東海）が共催するアグリビジネスフォーラムの幹事校

となり、東海大学校友会館にて「食の自給」をテーマに 5 大学の農学・食品・健康・バイオ等の分野における最先

端の研究成果を発表・展示を行いました。 

外部イベントについては、選択と集中を行い、

政府主催のイノベーションジャパンをはじめ、15

回の出展、4 回の講演会・セミナーを行いました。

その他にも、北海道地区、静岡地区、九州地区

において、各研究支援課が出展しました。これら

の活動は直ちに技術移転に繋がるとは限りませ

んが、企業等との共同研究に繋がり、外部資金の

獲得増に貢献しています。  

                                     テクニカルショウヨコハマ 2010（パシフィコヨコハマ） 

  
 

【国際戦略本部事業の活動】 

 

2005 年度に採択された文部科学省による「大学国際戦略本部強化事業」の最終年の本年度は、これまでの活

動の成果を整理し今後への展開にどのようにつなげていくのかを検証する機会となりました。 

 

1） 組織 

国際戦略本部の組織については、代々木校舎に本部室、湘南校舎に国際行事、協定の締結及び研究交流を

担当する国際連携課、学生の国際交流を担当する国際教育課に改編しました。また、国際戦略本部の下部委員

会として国際教育委員会、海外連携委員会、国際研究委員会の 3 委員会を設置し、それぞれの議題について迅

4 - 26



速に意志決定されるような体制を整えました。 

 

2） 方向性 

本学の外国人留学生・研究者の受け入れについて、これまで学部生レベルの交流に比重が置かれてきた国際

交流を、学部生だけではなく大学院生・研究者レベルまで広げ世界と競合して高度な人材を育成するため、その

受け入れ態勢の整備を進めるよう関係部署に積極的な働き掛けを行いました。 

また特に本学の得意分野である原子力や電気・機械・情報通信などの自然科学・工学系の分野を国際交流の

柱として昨年度より引き続き研究交流の可能性を探りました。本学が目指すアジア展開として、マレーシア工科大

学(UTM)、カザフスタン・ユーラシア大学、中東ではサウジアラビア、アラブ首長国連邦に新たな研究交流拠点の

構築を行いました。UTM とは、デュアル・ドクトラル・ディグリープログラム (３DP) の協定を締結し、早速 2010 年度

からは UTM の若手講師が本プログラムで大学院総合理工学研究科へ入学することとなりました。これをきっかけ

に両大学の指導教員の交流も始まり、新たな研究交流につながっています。外部資金を活用したウィーン大学へ

の若手教員派遣プログラムも引き続き実施しました。昨年度は工学系教員の派遣でしたが、今年度は社会科学

系からの派遣を行ない、更にウィーン大学からの研究者派遣も始まるなど、同大学との多分野に渡る研究交流が

進められています。 

 

 

3） 戦略的な留学生募集活動の展開 

    

 サウジアラビア王国大使館文化部、サウジアラムコ社、アラブ首長国連邦大使館、ボラシャク奨学金財団と協議

を重ね、4 名のサウジアラビア王国奨学生、3 名のサウジアラムコ奨学生、6 名のアラブ首長国連邦政府奨学生、2

名のカザフスタン政府奨学生が入学しました。合わせて、2010 年度の留学生確保を確実にするために、カザフス

タン、サウジアラビア王国の留学フェアに参加し、留学生募集活動を行いました。 

また、日本国政府国費奨学生の誘致並びにアジア人財資金構想の学生の採用活動を積極的に展開した結

果、2010 年度には 7 名の国費奨学生並びに 15 人のアジア人財資金構想枠の学生が在籍する見込みです。 

 

 

4） インフラ整備 

整備の一環として、大学院生・研究者としての滞在に相応しい住居性を備えた宿泊施設の不足を解消するた

めに、新しい宿泊・交流施設について関係部署と協議を重ねました。また学内に増えつつあるイスラム教徒の学

生のため礼拝室 2 室（男女別）を湘南校舎に整備し運用しています。 

 

 

5） プログラムの充実 

2009 年 4 月に「国際教育センター」を設置し、旧留学生教育センターの組織・活動内容を継承した日本語教育

系と英語による講義などを担当する国際教育系が設置されました。設置年度である 2009 年度については、国際

教育系に外国語教育を担当している教員や海外経験が豊富で国際感覚に優れた教員などを配置しました。2010

年度以降は国際教育系に独自の教員を配置し、日本の文化や科学技術などに関する英語による講義科目を開
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講するなど、留学生が履修しやすいプログラムを順次提供していく予定です。ダブルディグリーについては、マレ

ーシア工科大学とのデュアル・ドクトル・ディグリープログラムに関する協定が新たに締結されました。 

また、2008 年度から(引き続き)関係各部署と準備を続けている英語による履修科目を主とする大学院の設置に

ついては、2011 年度の開設を目標に作業を進めています。 

 

 

6） テレビ会議システムの外地機関を含め全学的な活用 

湘南校舎、熊本校舎および札幌校舎へテレビ会議システムを通じて「海外連携委員会」、「国際教育委員会」

及び「国際研究委員会」の3委員会を行ったのをはじめ、校舎間の通常の業務打ち合わせに利用しました。また、

国際戦略本部と本学海外機関（パシフィックセンター及びヨーロッパ学術センター）とのテレビ会議による調整業

務を一般化させました。   

さらに、タイ及びロシアの協定校やブラジル人教員養成での現地のマトグロッソ連邦大学と協力し、テレビ会議

を使用しての連絡業務や国際会議への参加が行われています。 

 

 

7） 国際戦略本部の広報強化 

国際戦略本部広報の強化として、国際活動のアニュアルレポート(英語)の作成をおこないました。本学では、こ

れまで各部署から種々の刊行物を報告書として作成してきました。しかしながら、これらの報告書は、日本語であ

り外国語で大学全体の活動の現状を俯瞰するためのものではありませんでした。本学が強化事業に採択されたこ

とに伴って、国際戦略本部として、大学の概要をまとめた英文の報告書の作成を企画して、新しい形のアニュアル

レポートを準備してきました。用途として、海外での広報および国際活動の記録のための利用も考え、今後はこの

レポートを定期的に刊行して、年次的に報告することを考えています。 

また、これに関連して大学の英文ホームページの改訂作業を法人広報課と共同で進め、新たな英文ホームペ

ージの運用を推進しています。海外からのアクセスを前提とした仕様、情報展開としています。これに伴い、これま

で印刷物として配布していた留学希望者向けの情報を電子化し、今後徐々に情報および機能の拡充を行いさら

なる充実を目指していきます。 

海外における本学の広報活動として、日本学生支援機構（JASSO）による各国に出向いての海外留学フェア参

加、とりわけ本年度は交流が進んでいるカザフスタン・サウジアラビアの留学フェアに参加しました。また NAFSA

年次総会出席、中国で行われた APAIE へ参加したほか、アジア人財資金構想によるプログラムへの留学生招致

のための活動も行いました。また、ロシア・モスクワにおいて行われた第四回モスクワ科学フェスティバルにて技術

紹介展に参加し、本学の技術・研究力の紹介活動にも積極的に取り組みました。 

 

 

8） 職員の海外研修プログラム 

国際関係従事者一人ひとりの国際活動を支える能力を向上させる試みに取り組んできましたが、今年度も引き

続き語学力をはじめ業務上の資質の向上をはかり国際的な視野と感覚を広めるために、若手職員１名を指名して

海外研修に派遣しました。今年度は、昨年に引き続き本取り組みを将来的に全学の制度とする可能性を探るため

に、国際関係従事者以外から適切な人材を選出することとし、法人企画調整機構人事部に人選を依頼しました。
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その結果、教学部高輪教学課で学生支援を担当する男性職員を選出しました。派遣先は、本学と協定による交

換留学等を実施しているハワイ東海インターナショナルカレッジ（Hawaii Tokai International College）の英語教育

プログラム College Preparatory Program(CP)としました。また期間については、所属先の了解のもとに、1 セメスタ

ー(約 70 日)フルで参加でき、1 月 11 日～３月 26 日の 75 日間（約 3 ヶ月間）で行いました。本研修プログラムによ

って、英語力の向上と、多国籍の学生との交流による国際感覚の養成はもとより、研修先以外のホノルルの高等

教育機関や名門高等学校の施設の見学、関係部署での教職員、学生へのインタビューにより留学生受入れに対

する姿勢、対応、マーケティング、運営、プログラム等を調査することができました。この試みにより他部署における

国際関係業務に対する理解の拡大につながる可能性を見出すことができました。 

 

 

9） シンポジウムの開催及び参加 

大学国際戦略本部強化事業の一環として、シンポジウム「日本の大学を真に国際化するために」を開催しまし

た。シンポジウムでは、2005 年に東海大学が大学国際戦略本部強化事業に採択されてからの取り組みについて

検証するとともに、3名の講演者からはそれぞれの専門と経験から日本の高等教育についての講演があり、これか

らの大学の国際化について、問題提起がおこなわれました。 

財団法人松前国際友好財団との共催で、外国より講師を招き「松前国際友好財団創立 30 周年記念講演会」を

開催しました。また、長年本学と交流で歴史があるロシアと「日露学生フォーラム」を開催しました。9 月には日本ベ

トナム学長会議に出席し日越間の今後の交流の展開などについて、意見交換をおこないました。11 月 5～6 日の

2 日間ペルーの首都リマで日本・ペルー学長会議（アジア・環太平洋学長会議）を主催し、日本・ペルー・カナダ・

米国の 21 の大学および教育研究機関の学長ならびに代表者がペルー国リマ市に集いました。 

 

 

10）  国際戦略構築のための組織的連携 

海外機関との協定締結と協定に基づく活動として、昨年に引き続きブラジルのマトグロッソ大学との連携し、ブラ

ジル政府、ブラジル銀行とも協力し、教員養成による問題解決を図るため「ブラジル人教育者向け遠隔教育プロ

グラム」を実施し運用しました。 

また、本年度も経済産業省・文部科学省共催の「アジア人財資金構想 原子力発電分野における高度人財育

成プログラム(GIANT)」に継続採択され、新規に5名の学生を受入れました。本年度は、本プログラムより初の卒業

生が誕生する予定です。また中東・中央アジア諸国からの留学生獲得のためサウジアラビア王国大使館文化部、

サウジアラムコ社、アラブ首長国連邦大使館、カザフスタンのボラシャク奨学金財団と重点的に交流を活性化する

方策を検討し、協力協定の締結、両財団役員の本学訪問など具体的な活動に結びつけることが出来ました。 

 

 

11）  自立的な運営による外地機関の展開 

旧付属デンマーク校の跡地利用では、2009 年 8 月に「望星国民高等学校」が開校されました。学園としても今

後積極的に利用可能なプログラムを計画していきます。また、パシフックセンター (ホノルル) についても付属校

の研修、学会、柔道キャンプなど積極的な利用を推進しています。 
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12）  2009 年度新規協定締結および国際企画の実施 

8 月   タイ王国シリントン王女への名誉博士授与 

9 月   望星国民高等学校開学 

10 月   望星丸釜山航海 釜山市及び東義大学校訪問 

10 月   ロシア・ガスプロム初等中等学校生徒 

10 名湘南校舎、付属翔洋高校・中等部訪問 

11 月   マレーシア工科大学との学術交流協定調印 

12 月   日本貿易振興機構(ジェトロ)との学術交流協定調印 

12 月   アラブ首長国連邦大使館との留学生受入に関する 

覚書書調印                                      タイ王国シリントン王女への名誉博士授与（バンコク、チトラダー宮殿） 

1 月   カザフスタン・ユーラシア国立大学と学術交流覚書調印 

1 月   カザフスタン・ボラシャク国際プログラムセンターと 

学術交流覚書調印 

2 月   スウェーデン・リンチョーピング大学と学術交流覚書調印 

2 月   第 41 回海外研修航海が望星丸を使用し、2010 年 2 月 14 日から 3 月 28 日の 43 日間(寄港地ヌーメア、

日本近海沿岸で天候不良のため 4 月 4 日清水帰港)、清水-ポンペイ-フナフティ-ポートビラ-ヌメア-コス

ラエ-清水の行程で行われました。 

 

 

 【情報化推進本部の設置】 

 

今日の複雑化・グローバル化する社会の急激な変化に対応するためには、的確な情報を迅速に収集・共有化

し、教育研究活動に資すると共に、その成果を内外へ発信することが重要です。特に、広域に設置された多くの

教育・研究機関を持つ大規模な本学園にとっては「情報化の推進」こそ緊急の課題です。「情報化推進本部」は、

この課題に応えるべく 2009 年度新設されたものです。 

初年度は緊急の課題として、次の項目に取り組むと共に、同時に今後の問題点を明確にしてきました。 

 

 

1） 高大連携による情報化の推進 

文部科学省による早期入学の決定（特にＡＯ入試）の通達に先んじて、付属高校では高等教育（大学・短大）への進

学決定早期化対応に取り組んで来ました。しかし、一方では決定後１～１年半で、高校生の大学進学へのモチベーショ

ンの低下、学習意欲の低下が懸念されます。入学前教育と初年度教育は、喫緊の課題です。2009 年度末には「高大連

携運営委員会」を発足させ、大学・高校それぞれからの問題点が提起されました。双方の協力で始めた e-learning（数

学・理科）教育の更なる充実と強化への緻密な検討と協力が今後期待されます。 

また、大学、高校双方の教員の理解と協調によって始められた出前授業（訪問授業）や遠隔授業についても、更に

組織的連携の下での人的育成へと発展させていかねばなりません。その為にはこれまで単発的に行ってきた情報化

研修制度の恒常的実施の方法を検討していく必要があります。 

 

4 - 30



2） 教育・研究組織と事務組織間の役割分担と連携推進 

これまで必要に応じて組織化されてきたものを、情報化推進という大きな括りの下で再構築する必要がありま

す。急を要するのは「高大連携運営委員会」と「新教育メディア研究・教育委員会」との連携と役割分担の明確化

に取り組むことです。 

 

3） 医療情報システムのための情報基盤の整備（病院間ネットワークとシステム統合） 

この課題については、1 年間、医学部付属伊勢原病院を中心に四病院間の基盤整備への計画を纏め上げる

努力を重ねて来ました。今後は病院間の効率的な情報共有を可能にする体制作りを推進していきます。 

 

 

Ⅱ．初等中等教育機関 

【教育機関再編事業の推進】 

 

 ＜初等中等機関の名称変更＞ 

  2009 年 4 月から東海大学付属翔洋中学校を東海大学付属翔洋高等学校中等部に改称し、全ての中学校が

付属高等学校中等部へと改称しました。 

これまでと同様、単に名称を変更するのではなく、「高等学校中等部」とするとともに、カリキュラムの検討や学

校行事の共催等を行い、中等部から高等学校への一貫教育体制をより充実させていきます。 

 

 

【ＦＤ（教育力向上）の強化推進と諸制度の充実】 

 

１.教育改革・授業改革の実践 

１） 特別学力推薦の実施と、大学・短期大学（部）へ優秀な付属推薦入学者を、全付属３年在籍生徒総数の 55％

以上確保するための各校目標値の達成 

 

2010 年度入試に向けた付属推薦入試（2009 年度実施）では、前年度に一部の指定学部・学科で実施した「特

別学力推薦」を全学部・学科（適性審査対象学科除）で本格実施させたところ、前年度には 350 名であった内定

者が、1,000 名を超えて確保できました。 

早期に優秀な付属推薦進学者を確保することができたと同時に、生徒の第一希望進学先の確保により大きな

効果をあげることができました。その成果により、全付属3年在籍生徒総数の56％を付属推薦入学者とすることが

できました。 

 

 

２） 中高生を理系進学に繋げるための委員会を中心に、高大連携進路指導の実施 

2007 年度・2008 年度の 2 年間にわたり「中高生（女子）の実験と女子理系学生との交流会」を湘南校舎で開催

し、大学の教員や女子学生との各種実験と交流会を開催しました。しかし、時間的な制約により十分な交流もか

なわないため、2009 年度は学園オリンピックスポーツ大会と同時開催する宿泊形式の「実験と交流会」を計画実
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施し多数応募があったので各校で選考して 60 名の中高生が参加しました。 

 

 

３） 教科研究授業への取り組み 

2008 年度からは、学園教科モデル校によって各校に定着した公開研究授業を、各校園の年間計画に従って

全教科「公開研究授業」として継続しました。各教科の合評会では、教科会の方針に沿った授業展開が出来てい

るかの検証や改善の方向付け、長所を更に伸ばす工夫等を積極的に話し合いました。 

授業評価アンケートは定着してきましたが、今後も公開研究授業とアンケート結果を連携させて検討し、授業改

善の取り組みに力を入れていきます。 

 

 

４） 教員研修計画 

2009 年度は、教員総合人事制度の目的である教員の資質向上と能力開発を更に充実させるため、人事考課

制度の昇格システムと連動させ、研修対象者の研修成果をより高めるために、研修内容を精査し、人数を絞り込

んだ少人数の充実した教員研修を実施しました。 

①資格等級別研修会・・ 年１回実施。 

②役職者研修会・・・・ 校園長と副校長・教頭を対象に年１回実施。 

③考課者研修会・・・・ 新規一次考課者に年 1 回実施。 

④土曜研修・・・・・・・・ 各付属校の数学・英語・理科の各 1 名以上が、代々木校舎で月１回の土曜研修を実 

施。また、7 月下旬には宿泊研修を実施。 

⑤資格等級別課題論文・ 年 2 回実施。 

 

 

５） 中等部への校名変更を契機とした特色ある中高大一貫教育の確立 

2009 年度に「付属翔洋高等学校中等部」で最後の中等部への校名変更を完了しました。これを機に中等部・

高校・大学の 10 年間の一貫教育体制を継続して充実させていきます。 

 

 

６） 各校園の学則定員、募集定員の見直しと適正教員数の配置 

生徒数・クラス数から算出し、将来の展望が可能となるべく「学則定員」「募集定員」を見直しました。また、教員

採用も可能な限り減少させ、適正教員数の整備を行ないました。教科・分掌・クラス数等に併せ、効率的な運営を

目指しました。 

 

７） 付属幼稚園、付属小学校の耐震問題 

永年の懸案であった付属幼稚園、付属小学校の耐震問題解決のため「静岡地区初等中等教育プロジェクト」

を立ち上げ、将来を見据えた総合的な見地からの検討に入りました。 
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【その他初等中等教育機関の主な活動】 

 

1） 付属望星高等学校の衛星ラジオ講座をインターネット配信へ移行 

東海大学付属望星高校では、諸般の事情から高校進学を断念せざるを得なかった方々に教育の機会を提供

するという創立者の考えのもと 1953 年 3 月に通信教育部を開設し、「高校通信教育講座」の放送をスタートさせ、

これまでも多くの学生に対して家庭にいながらの学習機会を提供し、学習効果をあげてきました。ただし、これま

での通信教育講座は衛星ラジオを通じて配信されていた為、居住する場所や地域によっては講座を受信できな 

い場合が出てきました。その補完措置として、

2002 年よりインターネットを通じたストリーミング放

送で届ける講座をスタートさせ、2007 年度からは

数科目の放送講座で試行的にインターネット配信

を開始しました。これによって、教員の顔、声、板

書、資料など、教室での授業そのものが家庭に届

けられるようになり、2010 年度から正式にインター

ネット配信への移行が決定されました。 

                                             東海大学付属望星高校：スタジオ機材 

 

2） 付属相模高等学校ＳＥＬHi 最終年度の活動 

 文部科学省が先進的な英語教育を実践する高校を指定し、助成を行う事業「スーパー・イングリッシュ・ランゲー

ジ・ハイスクール（ＳＥＬＨｉ）」。付属相模高等学校は 2007 年度から 3 年間、指定校として英語教育の向上に取り組

んできました。最終年度となる 2009 年度は 3 年間のまとめとして、3 年生が英語での卒業論文執筆に挑戦しまし

た。 

3 年間の取り組みで、同校が目指した目標の一つが「論理的思考能力の育成」。1 年生では、関連資料を読

み、情報を整理・要約する力を養い、2 年生では、「読む力」と「書く力」両方を鍛えながら情報を分析して自分の

意見を構築し、3 年生では、他者と建設的に意見交換できるようになることを目標としました。 

英語科教員の 3 年間の献身的な取り組みの効果もあり、生徒の論理思考力は確実に高まりました。最終的には

環境問題をテーマに 1,000 語の論文作成に取り組み、単なる英会話に終始せず、相手の話を理解し、その上で

自らの考えを述べて相手を説得、論破することのできるといったいわばビジネスシーンで活用できる能力を習得す

る素地作りができました。 

 

 

3） サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（ＳＰＰ） 

「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」（ＳＰＰ）は、文部科学省の「次代を担う人材への理数教育の拡充」

施策の一環として、学校と大学・科学館等の連携により、児童生徒の科学技術、理科・数学（算数）に関する興味・

関心と知的探究心等を育成することを目的とする事業です。2009 年度も大半の高等学校（中等部含）でＳＰＰが採

択されました。今後も、継続して全校採択を目指していきます。 
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Ⅲ．その他の機関 

 【医学部付属病院】 

    

2006 年 1 月の新病院棟への移転以来、付属病院の運営実績は常に前年度を上回っており、安定的な運

営のもと急性期病院として地域医療に貢献するとともに、教育病院として医学生・看護学生・研修医等

の指導を行っています。 

病院の運営状況は、病棟稼働率 99.3％、平均入院患者数 799 名、平均在院日数 11.8 日、平均外来患者

数 2,708 名等、前年度を上回っており、高稼働の急性期病院として、2009 年度全国病院ランキングにお

いて１位に位置付けられました。 

特にがん診療については、「地域がん診療連携拠点病院」として、神奈川県西部のがん診療に関して中

心的な役割を担っており、オンコロジーセンターを中心に「化学療法」「緩和ケア」などの着実な対応を

行っています。またＰＥＴ/ＣＴ装置を導入し、がんの転移検査等も実施できるようになりました。 

今回大きな社会問題となった新型インフルエンザの流行に関しては、院内感染対策室を中心とした「新

型インフルエンザ対策委員会」を設置し、外来・病棟等における感染防止対策を実施することにより、

大きな問題となることもなく対応できました。 

さらに、2009 年 10 月に（財）日本医療評価機構による「病院機能評価」を更新し、最新の基準による

第三者評価として、他の病院の模範となる高い評価を得ました。 

 

 

 【医学部付属東京病院】 

 

  医学部付属東京病院では、すでに連携のある医療機関への浸透と、新規の連携機関の獲得を図り、紹

介患者数の増加に取り組みました。紹介を受けた総人数は、概ね前年度と横ばいとなりましたが、紹介

された入院患者では人数が倍増した医師が数名おり、紹介総人数で約 19％の増加を得ました。その結果、

入院患者数で約 14％、入院収入金額においては約 12％の伸びを示しました。 

究極の予防医学である「抗加齢ドック」も開設以来 4年目を迎え、順調に受診者数を確保しています。

企業健診・人間ドッグ・抗加齢ドックの合計受診者数は、前年度との比較で 3,475 名から 4,097 名へと

約 18％増加しました。また健診科を健診センターとして組織を強化し、新たに特定健診を加えた受診者

の増加に備えたこと等により、健診の年間収入金額は約 5％の伸びを示しました。 

 

 

【医学部付属大磯病院】 

 

2008 年度までは、看護師不足並びに院内感染により入院制限を余儀なくされましたが、2009 年度は看護要員

数の確保と感染症の問題も解消され、入院制限をすることなく、入院基本料 7：1 の算定により全床開床（358 床）

しての運営を図ることができました。また、伊勢原市の医学部付属病院との連携強化により、付属病院 から 269

名の転院患者を受け入れたこともあり、2 月時は病床稼働率が 93.9％となるなど、高い稼働状況となりました。 

医学部付属大磯病院は、神奈川県西湘地区に於ける中核病院として、多方面より診療効果の期待と要望が
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寄せられる医療機関として高い評価を得られるようになりました。2009 年度は、感染症予防事業費国庫補助金

（787 万円）、平塚市二次救急指定病院協力金（2,154 万円）をはじめとする各種補助金の獲得を図ることもできま

した。さらに、6 月より院内保育所を開所し、不足する看護師要員の確保にも積極的に対応しています。 

 

 

【医学部付属八王子病院】 

 

医学部付属八王子病院では、ＤＰＣ（包括的診療報酬制度）の効果を活かす為、検査の外来化・持参

薬の推進に積極的に取り組んだ結果、これまでの治療に掛かる費用に応じて診療報酬が決められる出来

高払いに比べ 104.4％（４月～２月）の増収効果を得ることができました。また、地域医療連携において

も八王子医師会並びに日野市医師会との協議会等の継続や講演等への医師派遣を積極的に行うことで、

紹介率 49.1％となり、1日平均外来患者数は 1,070 人（年間累計 289,104 人）となりました。 

今回、東京都立八王子小児病院閉鎖に伴い、八王子市から小児病床６床の増床が要望され、2010 年度

から対応すべく体制を整えました。これに伴い、東京都より機器購入に対する補助金（1,000 万円）等を

獲得しました。さらに八王子市からの小児医療補助金（毎年 1 億円）の内諾を得て、外部資金の獲得に

つなげました。 

また、医療経費率の改善も視野に入れ、医薬分業に対応する院外薬局化の実現に向け、八王子市と方

策の検討及び関東信越厚生局東京事務所との検討を進めています。 

 

 

Ⅳ．教育環境整備の推進 

   

２００９年度の主な教育環境整備の事業として、このほど 2008 年 5 月に着工した東海大学高輪キャンパスの新

校舎第Ⅰ期工事として、地上 6 階・地下 3 階（建築基準上は地上 7 階、地下 2 階）建の新 1 号館が完了しました。

新１号館には、地下 3 階に 3 つの「コンピュータ室」、地下 2 階の「バーチャルリアリティ実験室」をはじめ情報通信

学部ならではの最新情報機器を完備した実験室等が集約されています。また図書館には閲覧席 160 席を設け、

ＤＶＤ鑑賞ができる「メディアブース」も設置しました。さらに学生のコミュニケーションを図る場として、3 か所の「屋

上庭園」と 7 か所の「ラウンジ」を設置しました。 

今後は 2011 年 8 月完了を目指し、第Ⅱ期工事で地上 4 階建の新 2 号館が建設されます。「大講義室」「コン

ピュータ実習室」「部室」が入る予定で、またこちらにも屋上庭園が設置されます。 

 

2009 年度に実施した主な環境整備事業は以下のとおり。 

 【東海大学】 

 湘南校舎 

        1 号館耐震改修工事 （私立学校施設整備費補助金獲得） 

        4 号館空調設備改修工事 
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 高輪校舎 

        新１号館新築工事 

        大型高精細 Holostage システム (私立学校施設整備費補助金獲得) 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    屋上庭園（高輪校舎）        特殊（組込みシステム）実験室（高輪校舎） 

          高輪校舎新１号館全景   

 

  阿蘇校舎 

         3 号館新築工事 

 

  【付属相模高等学校】                            
         4 号館耐震補強工事                         図書館（高輪校舎） 

 

  【付属第三高等学校】 

         新校舎新築に伴う外溝工事 

 

  【付属望洋高等学校】 

         大型バス購入（学校改革事業） 

 

  【付属病院】 

         病院情報システム（リース） 

         ＰＥＴ／ＣＴ装置 

 

  【付属八王子病院】 

         バイプレーン頭腹部血管撮影装置 
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２００９年度決算の概要 
 事業計画に基づく、施設や教育活動にかかる 2009 年度決算の概要は、以下のとおりです。 
 
資金収支計算書の概要 
 収入の部において、前年度に引

き続き学生生徒数が減少したこと

により学生生徒等納付金収入が

1,839 百万円減少しましたが、 
受験者数の微増による検定料の増

加及び入学手続者増に伴い前受金

収入が前年度より 372 百万円増加

し、学生生徒納付金関係収入は全

体で対前年度 1,438 百万円の減少

にとどまりました。（参考：2008
年度決算時、対前年度 2,347 百万

円減少） 
 補助金収入については、前年度同様に私立大学等経常費補助金特別補助や競争的資金の獲

得推進に努めた結果前年度並みの収入を得ることができました。 
 事業収入については、外部研究

費の獲得や付属病院の稼働率、患

者数等運営実績が前年度を上回り

2,084 百万円の増額となりました。 
 支出の部においては、算定月数

の見直しによる賞与の減額や前年

度同様徹底した経費の削減を実施

したことにより、人件費、教育研

究・管理経費全体で前年度より

955 百万円の減額となりました。 
 施設・設備関係支出においては、

東海大学高輪校舎（港区高輪）の新校舎第Ⅰ期工事にかかる建設費用の増加や会計処理の変

更に伴う所有権移転外ファイナンスリース及びソフトウェアを資産計上したことから、前年

度より 5,915 百万円の増額となりました。 
 以上の結果、次年度繰越金は前年度比 2,464 百万円増の 44,890 百万円となりましたが、

次年度繰越金には学生生徒納付金の前受金 8,891 百万円及び未払金 15,968 百万円が含まれ

ているため、実質的な収支改善には至っておりません。 
 2008 年度からの大学統合も来年度は３年目を迎えることになることから、これまで以上に

スケールメリットを活かし、学園として収支の早期改善に努めていきます。 

（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
学生生徒等納付金収入 50,299 50,303 △ 4

手 数 料 収 入 1,136 1,116 20

寄 付 金 収 入 1,465 1,564 △ 99

補 助 金 収 入 12,709 12,781 △ 72

資 産 運 用 収 入 1,156 1,174 △ 18

資 産 売 却 収 入 1,744 1,747 △ 3

事 業 収 入 57,709 58,098 △ 389
雑 収 入 4,789 4,822 △ 33
借 入 金 等 収 入 11,503 11,505 △ 2
前 受 金 収 入 8,905 8,891 14
そ の 他 の 収 入 12,487 12,958 △ 471
資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 21,086 △ 22,189 1,103
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 42,426 42,426 0
収 入 の 部 合 計 185,242 185,196 46

2009年度資金収支計算書
自　2009年4月 1日
至　2010年3月31日

収　入　の　部
学校法人東海大学

科 目

（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
人 件 費 支 出 66,262 65,876 386
教 育 研 究 経 費 支 出 46,326 45,362 964
管 理 経 費 支 出 7,626 7,599 27
借 入 金 等 利 息 支 出 1,027 1,027 0
借 入 金 等 返 済 支 出 11,510 11,510 0
施 設 関 係 支 出 6,614 6,442 172
設 備 関 係 支 出 7,204 6,770 434
資 産 運 用 支 出 580 724 △ 144
そ の 他 の 支 出 10,931 11,270 △ 339
予 備 費 0 0 0
資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 11,158 △ 16,274 5,116
次 年 度 繰 越 支 払 資 金 38,320 44,890 △ 6,570
支 出 の 部 合 計 185,242 185,196 46

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。

支　出　の　部
学校法人東海大学

科 目
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消費収支計算書の概要 
 消費収入の部において、資金

収支計算書の概要で説明したほ

か、機器備品等の現物寄付金や

付属病院看護師寮用地除却に伴

う資産売却差額 1,664 百万円等

により帰属収入は 131,668 百万

円となりました。基本金の部は、

高輪校舎新１号館及び阿蘇校舎

の新棟建設及び付属病院の病院

情報システムリース等に係る組

入額を計上した結果 7,495 百万

円となり、消費収入の部合計は

124,173 百万円の計上となりま

した。 
 消費支出の部において、人件

費のうち退職給与引当金繰入額

について計算の結果、前年度に

引き続き組み入れを要しません

でした。資産処分差額には、前

年度建て替えをした付属第三高等学校の旧校舎除却等で 702 百万円の計上となりました。ま

た教育研究経費・管理経費には、減価償却額 10,917 百万円が計上されています。なお、前

年度繰り入れた徴収不能引当金については、年度末における算定を行った結果、新たに 187
百万円の繰り入れとなり、消費支出の部合計は 131,734 百万円となりました。 
 以上により、当年度消費収支差額は 7,561 百万円の支出超過となり、翌年度繰越消費支出

超過額は 167,182 百万円となりました。今年度は上記付属病院看護師寮用地除却に係る処分

差額や事業収入の増収及び徹底した経費削減の施策に努めた結果、消費収支比率は 106.1％
だったものの、消費支出比率は 100.1％（帰属収支差額比率△0.1％）となりました。 
 
 

（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
学 生 生 徒 等 納 付 金 50,299 50,303 △ 4
手 数 料 1,136 1,116 20
寄 付 金 1,525 1,699 △ 174
補 助 金 12,709 12,781 △ 72
資 産 運 用 収 入 1,156 1,169 △ 13
資 産 売 却 差 額 1,676 1,680 △ 4
事 業 収 入 57,709 58,098 △ 389
雑 収 入 4,789 4,822 △ 33
帰 属 収 入 合 計 130,999 131,668 △ 669
基 本 金 組 入 額 合 計 △ 12,045 △ 7,495 △ 4,550
消 費 収 入 の 部 合 計 118,954 124,173 △ 5,219

（単位：百万円）

予 算 額 決 算 額 差 異
人 件 費 66,679 65,743 936
教 育 研 究 経 費 56,283 55,380 903
管 理 経 費 8,689 8,695 △ 6
借 入 金 等 利 息 1,027 1,027 0
資 産 処 分 差 額 693 702 △ 9
徴収不能引当金繰入額 15 187 △ 172
予 備 費 0 0 0
消 費 支 出 の 部 合 計 133,386 131,734 1,652

当 年 度 消 費 収 支 差 額 △ 14,432 △ 7,561 △ 6,871

前 年 度 消 費 収 支 超 過 額 △ 159,621 △ 159,621 0

翌 年 度 消 費 収 支 超 過 額 △ 174,053 △ 167,182 △ 6,871

2009年度消費収支計算書
自　2009年4月 1日
至　2010年3月31日

消 費 収 入 の 部
学校法人東海大学

科 目

消 費 支 出 の 部

科 目

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。
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貸借対照表の概要 
 資産の部において、固定資産が

1,848 百万円増加しました。主な

要因としては、高輪校舎新１号館

3,668 百万円及び付属病院の病

院情報システムリース 1,091 百

万円をはじめとする所有権移転

外ファイナンスリース及びソフ

トウェアの増加によるものです。

流動資産は現金預金の増加

2,464 百万円と未収入金の増加

1,253百万円等で 3,669百万円の

増加となりました。 
 以上、固定資産及び流動資産の

増加により、資産の部合計は

5,517百万円増の337,129百万円

となりました。 
 負債の部では、上記所有権移転

外ファイナンスリースに係る長期未払金 1,985 百万円が増加した他、高輪校舎新校舎建設及

び付属病院群医療経費の増加に伴う未払金の増加 3,646 百万円等により 5,583 百万円増の

87,895 百万円となりました。 
 基本金の部では、要組入額 456,132 百万円に対し、未払金・借入金等による未組入額 39,715
百万円により、本年度末基本金の部合計は前年度より 7,495 百万円増加し 416,416 百万円と

なりました。また当年度消費支出超過額 7,561 百万円の計上により翌年度繰越消費支出超過

額は 167,182 百万円となりました。 
以上により、負債の部及び基本金の部及び消費収支差額の部合計は 5,517 百万円増の

337,129 百万円となりました。 
資産の部と負債の部はほぼ同額の増加となったことから、基本金組入額分が支出超過とな

った形となりました。 
 
 ここ数年、医学部付属病院をはじめとする病院の運営稼働が概ね前年度を上回って推移し

ていることから事業収入の増加が続き、学園として経費削減の施策にも努めている一方で、

基幹収入である学生生徒等納付金収入の減少や人件費が固定化が続いている為、依然として

学園の収支状況は改善方向に向かっておりません。早期の支出超過体質からの脱却を目指し、

これまでの消費支出比率 100％以内（帰属収支差額比率をプラス）とする学園の経営指針か

ら今後は消費収支比率 100％以内（消費収支をプラス）とする方針に切り替え、更なる収支

改善を図ってまいります。 

（単位：百万円）

278,286 276,438  1,848

58,843 55,174  3,669

337,129 331,612  5,517

56,172 54,332  1,840

31,723 27,980  3,743

87,895 82,312  5,583

407,313 399,818  7,495

9,103 9,103  0

416,416 408,921  7,495

167,182 159,621  7,561

△ 167,182 △ 159,621 △ 7,561

337,129 331,612  5,517

科 目

科 目

科 目

科 目

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

負 債 の 部 ・ 基 本 金 の 部 及 び
消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

※　上表の額は十万円単位を四捨五入して掲載してあります。なお、一部の科目で端数処理による誤差を調整しております。

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

基　　本　　金　　の　　部

本 年 度 末 前 年 度 末

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

第 １ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

基 本 金 の 部 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

増 減

負　　　債　　　の　　　部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 の 部 合 計

貸　　借　　対　　照　　表
2010年3月31日

資　　　産　　　の　　　部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減科 目
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資 金 収 支 計 算 書 (単位：百万円）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

一）学生生徒等納付金収入 57,678 56,109 54,155 52,142 50,303

二）手数料収入 1,274 1,137 1,088 1,087 1,116

三）寄付金収入 2,214 1,859 2,033 2,069 1,564

四）補助金収入 14 414 13 863 12 807 12 717 12 781

経　年　比　較　表

四）補助金収入 14,414 13,863 12,807 12,717 12,781

五）資産運用収入 1,564 1,576 1,625 1,397 1,174

六）資産売却収入 1,208 129 173 87 1,747

七）事業収入 50,835 52,241 53,819 56,014 58,098

八）雑収入 2,907 3,732 3,756 4,131 4,822

九）借入金等収入 13,244 7,843 7,743 9,104 11,505

十）前受金収入 9,964 9,456 8,852 8,519 8,891

十一）その他の収入 13,412 10,914 11,303 11,874 12,958

収
入
の
部

十 ）その他の収入 13,412 10,914 11,303 11,874 12,958

十三）資金収支調整勘定 △ 20,347 △ 20,655 △ 20,553 △ 21,138 △ 22,189

十四）前年度繰越支払資金 49,493 47,150 50,016 44,882 42,426

合 計 197,860 185,354 186,817 182,885 185,196

一）人件費支出 63,490 65,499 65,922 66,589 65,876

二）教育研究経費支出 43,771 42,865 44,264 45,179 45,362

三）管理経費支出 8,646 9,450 8,564 8,024 7,599

四）借入金等利息支出 1,266 1,298 1,205 1,094 1,027四）借入 等利息支出 , , , , ,

五）借入金等返済支出 10,906 11,738 13,453 11,511 11,510

六）施設関係支出 10,244 2,859 2,396 4,994 6,442

七）設備関係支出 8,162 2,963 2,178 2,303 6,770

八）資産運用支出 1,056 799 882 667 724

九）その他の支出 12,614 10,615 13,485 10,708 11,270

十二）資金支出調整勘定 △ 9,445 △ 12,748 △ 10,414 △ 10,610 △ 16,274

十三）次年度繰越支払資金 47,150 50,016 44,882 42,426 44,890

支
出
の
部

合 計 197,860 185,354 186,817 182,885 185,196

消 費 収 支 計 算 書 (単位：百万円）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

一）学生生徒等納付金 57,678 56,109 54,155 52,142 50,303

二）手数料 1,274 1,137 1,088 1,087 1,116

三）寄付金 2,385 2,019 2,182 2,290 1,699

四）補助金 14 414 13 863 12 807 12 717 12 781

帰
属
収 四）補助金 14,414 13,863 12,807 12,717 12,781

五）資産運用収入 1,549 1,568 1,618 1,392 1,169

六）資産売却差額 2 71 62 25 1,680

七）事業収入 50,835 52,241 53,819 56,014 58,098

八）雑収入 2,907 3,733 3,758 4,186 4,822

帰 属 収 入 合 計 131,044 130,741 129,489 129,853 131,668

基 本 金 組 入 額 △ 2,860 △ 4,094 △ 4,719 △ 2,628 △ 7,495

消 費 収 入 の 部 合 計 128 184 126 647 124 770 127 225 124 173

収
入
の
部

消 費 収 入 の 部 合 計 128,184 126,647 124,770 127,225 124,173

一）人件費 63,413 65,313 65,833 66,488 65,743

二）教育研究経費 53,899 53,241 54,495 54,718 55,380

三）管理経費 10,148 10,765 9,738 9,081 8,695

四）借入金等利息 1,266 1,298 1,205 1,094 1,027

五）資産処分差額 110 4,367 1,294 2,471 702

六）徴収不能額 34 41 61 378 187

七）予備費 0 0 0 0 0

消
費
支
出
の
部

七）予備費 0 0 0 0 0

消 費 支 出 の 部 合 計 128,870 135,025 132,626 134,230 131,734

△ 686 △ 8,378 △ 7,856 △ 7,005 △ 7,561

△ 135,696 △ 136,382 △ 144,760 △ 152,616 △ 159,621

△ 136,382 △ 144,760 △ 152,616 △ 159,621 △ 167,182

※2009年度の消費支出の部「六）徴収不能額」は、「六）徴収不能引当金繰入額」です。

翌 年 度 消 費 収 入 超 過 額

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

前 年 度 消 費 収 入 超 過 額
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 消費収支分析 適正水準 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 全国平均値

  人件費比率 ↓ （60%） 48.4 50.0 50.8 51.2 49.9 50.0

  人件費依存率 ↓ 109.9 116.4 121.6 127.5 130.7 93.1

  教育研究経費比率 ↑ 41.1 40.7 42.1 42.1 42.1 35.6

学校法人東海大学
算   出   式  （％）

　人件費／帰属収入　　　　　　　　　　　

　人件費／学生生徒等納付金　　　　　　　

　教育研究経費／帰属収入　　　　　　　　

  管理経費比率 ↓ （5%） 7.7 8.2 7.5 7.0 6.6 7.8

  借入金利息比率 ↓ （1%） 1.0 1.0 0.9 0.8 0.8 0.4

  消費支出比率 ↓ 98.3 103.3 102.4 103.4 100.1 99.2

  消費収支比率 ↓ （80%） 100.5 106.6 106.3 105.5 106.1 112.4

  収支差額比率 ↑ 1.7 △ 3.3 △ 2.4 △ 3.4 △ 0.1 0.8

  学生生徒等納付金比率 ↑ 44.0 42.9 41.8 40.2 38.2 53.7

  消費支出／消費収入                      

 （帰属収入－消費支出）／帰属収入      

　学生生徒等納付金／帰属収入

　管理経費／帰属収入　　　　　　　　　　　

　借入金等利息／帰属収入　　　　　　　　

  消費支出／帰属収入

  寄付金比率 ↑↓ 1.8 1.5 1.7 1.8 1.3 3.3

  補助金比率 ↑↓ 11.0 10.6 9.9 9.8 9.7 10.3

  経常費補助金比率 ↓ 9.4 9.1 8.6 8.4 7.9 ―

  基本金組入率  　（20%） 2.2 3.1 3.6 2.0 5.7 11.7

  減価償却額比率 ↑↓ 8.7 8.6 8.4 7.9 8.3 9.4

↓ 低いほどよい

↑ 高いほどよい

  寄付金／帰属収入

　補助金／帰属収入        　　　

  経常費補助金／帰属収入

  減価償却額／消費支出

  基本金組入額／帰属収入

↑ 高いほどよい

↑↓ どちらともいえない

※　全国平均値は、日本私立学校振興・共済事業団「平成21年度版 今日の私学財政 大学・短期大学編」の平成20年度を引用しております。
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(単位：百万円)
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

299,841 289,441 281,886 276,438 278,286

260,209 250,215 242,852 237,262 238,205

土 地 67,477 67,524 67,519 67,469 67,407

建 物 141,616 133,955 129,016 124,624 125,884

構 築 物 16,342 15,508 14,981 14,049 13,383

教育研究用機器備品 16,712 15,029 12,858 11,262 13,346

図 書 15,894 16,117 16,237 16,423 16,585

建 設 仮 勘 定 924 1,001 1,289 2,475 856

その他有形固定資産 1,244 1,081 952 960 744

39,632 39,226 39,034 39,176 40,081

諸 引 当 資 産 23,553 23,017 22,900 22,721 22,498

ソ フ ト ウ ェ ア 0 0 0 0 717

松前重義記念基金 8,367 8,805 9,299 9,728 10,055

そ の 他 固 定 資 産 7,712 7,404 6,835 6,727 6,811

57,688 61,562 56,664 55,174 58,843

現 金 預 金 47,150 50,016 44,882 42,426 44,890

未 収 入 金 9,815 10,707 11,114 11,990 13,243

そ の 他 流 動 資 産 723 839 668 758 710

357,529 351,003 338,550 331,612 337,129

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

66,684 60,397 56,839 54,332 56,172

長 期 借 入 金 55,304 49,594 46,126 43,720 43,723

長 期 未 払 金 0 0 0 0 1,985

退 職 給 与 引 当 金 10,886 10,700 10,611 10,510 10,377

そ の 他 固 定 負 債 494 103 102 102 87

29,748 33,792 28,034 27,980 31,723

短 期 借 入 金 3,938 5,753 3,511 3,510 3,502

未 払 金 9,616 12,692 10,191 10,342 13,988

前 受 金 9,964 9,456 8,852 8,519 8,891

そ の 他 流 動 負 債 6,230 5,891 5,480 5,609 5,342

96,432 94,189 84,873 82,312 87,895

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

第　１　号　基　本　金 388,376 392,471 397,190 399,818 407,313

第　４　号　基　本　金 9,103 9,103 9,103 9,103 9,103

397,479 401,574 406,293 408,921 416,416

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

翌年度繰越消費支出超過額 136,382 144,760 152,616 159,621 167,182

△ 136,382 △ 144,760 △ 152,616 △ 159,621 △ 167,182

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

357,529 351,003 338,550 331,612 337,129

消費収支差額の部合計

科 目

負債の部・基本金の部及
び消費収支差額の部合計

基 本 金 の 部 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

科 目

科 目

負 債 の 部 合 計

負 債 の 部

科 目

基 本 金 の 部

科 目

貸 借 対 照 表 経 年 比 較 表

資 産 の 部 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

その他の固定資産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

資 産 の 部
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